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レビュー調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：パラグアイ共和国 案件名：パラグアイ国看護・助産継続教育強化プ

ロジェクト 
分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 協力金額（評価時点）：約 89 百万円 

協力期間 2008 年１月～2011 年１月 先方関係機関：厚生省 

１－１ 協力の背景と概要 
本プロジェクトは、パラグアイ共和国（以下、「パ」国と記す）の看護・助産人材の継続研修を

自立的に実施する基盤を強化することにより保健サービスを改善することを目的とし、「パ」国厚

生省国立看護・助産継続教育センター（INEPEO）をカウンターパート（C/P）機関として、2008

年１月より 2011 年１月までの３年間の予定で実施されている。本プロジェクトは、2001 年から

５年間にわたって実施された「南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」の対象４衛生行政区、

およびその後の「パ」国の自助努力により拡大された２衛生行政区に加えて、新たに新規 10 衛生

行政区を重点対象地域とした、合計 16 衛生行政区を対象区として開始された。その後 2008 年 11

月の運営指導調査結果を踏まえて、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）および活動

実施計画（PO）が改訂され、新規対象衛生行政区を 10 区から６区に絞り、合計 12 衛生行政区（新

規対象衛生行政区：コンセプシオン、サンペドロ、グアイラ、アルトパラナ、アマンバイ、カニ

ンデジュ、既対象衛生行政区：カアサパ、イタプア、ミシオネス、ニエンブク、パラグアリ、カ

アグアス）をプロジェクト対象区とすることとなった。 
 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

全国レベルでの看護・助産人材による保健医療サービスが改善する。 
 

（２）プロジェクト目標 
12 衛生行政区規模で看護・助産人材の継続研修を自立的に実施する基盤が強化される。 
 

（３）アウトプット 
１）小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロセスが確立・実施さ

れる。 
２）小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモニタリング・評価方

法が確立･実施される。 
３）自立発展に向け人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。 
４）看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、地域看護学の２領域に関する研修

の基礎ができる。 
 
 
 
 
 
 



ii 

１－３ 投入（2009 年９月現在） 
＜日本側＞ 

長期専門家派遣 ２名（40MM） 
短期専門家派遣 １名（2.5MM） 
第三国専門家派遣 １名（0.75MM） 
第三国研修（エルサルバドルへの研修に参加） ７名 
機材供与 US$185,178.92 
ローカルコスト負担 US$232,485.82 

＜「パ」国側＞ 
C/P ６名 
財務官・秘書・運転手等  
ローカルコスト負担 US$213,709.00（2007～2009.6 実績） 

 
２．評価調査団の概要 

 
調査者 
 

（担当分野、氏名、所属） 
団長／総括 竹本 啓一 JICA 人間開発部第４グループ保健人材課 課長 
看護教育 花田 恭 JICA 人間開発部 国際協力専門員 
協力計画 清水 愛美 JICA 人間開発部第４グループ保健人材課 職員 
評価分析 市川 佐江子 グローバルリンクマネージメント（株）  

調査期間 2009 年９月４日～９月 20 日 評価種類  中間レビュー 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）アウトプットの達成状況 

１）アウトプット１：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロセ

スが確立・実施される。 
前プロジェクトで既に取り組みを開始していた小児領域の研修に対する取り組みを先行

させ、次に母性領域に係る取り組みを実施していく方針で開始された。小児領域について、

各新規６衛生行政区から地方ファシリテーター候補者が選出され、INEPEO において合計

49 名の地方ファシリテーターが養成された。地方ファシリテーターにより実施される地方

研修は、プロジェクトの指導のもと各衛生行政区において計画・実施された。INEPEO に

おける地方ファシリテーターの養成研修は JICA の投入予算により実施される一方、地方

研修に係る経費は、「パ」国側の自助努力によって調達するという「パ」国側と日本側の合

意のもと厚生省の INEPEO を通じた予算、地方ファシリテーターが県庁、市役所、宗教団

体等に働きかけて調達した予算、国際 NGO の PLAN International（PLAN）の資金支援など

が充てられている。各新規６衛生行政区における地方研修実施の進捗は資金調達状況に影

響を受けるため差があるが、合計で 17 回、総数 346 名の看護・助産人材に対する研修が実

施済みである。なお、母性領域に関する取り組みは 2009 年 10 月以降に実施される予定で

ある。 
２）アウトプット２：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモニ

タリング・評価方法が確立・実施される。 
研修のモニタリングは、新規の衛生行政区ごとに最低２回の地方研修が実施されたあと

に計画・実施されることとされた。小児領域に関し、既に３回の研修を実施済みのサン・

ペドロ南部および６回の研修を実施済みのコンセプシオンにおいて各 1 回のモニタリング
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を実施済みである。その他の衛生行政区についても順次実施される見込みである。 
３）アウトプット３：自立発展に向け人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。 

アウトプット３に係る主な活動は、当初の計画からプロジェクト後半に重点的に行われ

ることになっている。INEPEO は、2010 年の人材育成・研修実施のための予算増額を厚生

省に申請しているほか、各衛生行政区からも厚生省に対し、継続教育予算申請をするよう

促している。さらに今後、対象の 12 衛生行政区において「看護助産継続教育運営地方委員

会」を発足させ、その機能の一つとして、継続教育実施に必要な資金確保のための活動を

含む予定である。 
４）アウトプット４：看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、地域看護学の２

領域に関する研修の基礎ができる。 
２領域に関する研修の基礎固めについては、短期専門家および第三国専門家の指導のも

と計画通り順調に進められている。基礎看護学については、2009 年７月から短期専門家に

よる指導が進められている。地域看護学については、エルサルバドルから第三国専門家が

2009 年２月に来訪し、プロジェクト関係者 24 名に対する研修・指導を行った。2010 年に

第三国専門家による更なる指導が行われる予定である。 
 
（２）プロジェクト目標の達成見込み 

＜プロジェクト目標＞ 
12 衛生行政区規模で看護・助産人材の継続の研修を自立的に実施する基盤が強化される。

プロジェクト目標の指標に係る活動がプロジェクト後半に多く計画されていることから、

プロジェクト目標の達成状況について述べるのは時期尚早である。 
 
（３）実施プロセス 

プロジェクト初年度に C/P である INEPEO 所長が一時期異動となったほか組織再編の動き

があるなど、外部条件が変化したため活動の進捗に影響があった。こうした背景から、プロ

ジェクト実施環境の現状を整理したうえで PDM や活動計画を見直すことを目的に、2008 年

11 月に運営指導調査団が派遣され、PDM、PO の改訂が合意された。新たな PDM（PDM２）

における主な変更は、本プロジェクトで新規に活動対象とする衛生行政区を 10 区から６区に

絞ること、新たな対象分野を３領域から２領域（基礎看護と地域看護）に絞ることであった。

また、プロジェクト目標の指標の一つである「新規６衛生行政区の地方ファシリテーター

の研修受講者による評価」に関しては、実施済みの小児領域の受講者により研修評価につい

て様々な試行があった。そうした試行を踏まえ、今後実施される母性領域の受講者による研

修評価は「５段階評価」で実施し、プロジェクト目標の指標とすることを本調査に確認した。

 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

プロジェクトの妥当性は高いと評価される。「パ」国の新保健医療政策は、ミレニアム開発

目標（MDGs）に掲げられている乳幼児および妊産婦の死亡率・罹患率の低下を具体的目標

の一つとして掲げており、プロジェクト上位目標との整合性が確認できる。また、同政策が

優先的に取り組むとしている課題のうち、「プライマリー・ヘルス・ケア（PHC）体制強化に

よる保健システムの改革」「医師、看護師などの保健医療人材の研修システムの構築」につい

て、プロジェクトの看護・助産人材の継続教育への取り組みは大いに貢献できるものであり、

期待されている。 
また本プロジェクトは、「保健医療人材（特に看護・助産人材）の強化と同人材を地域医療
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サービスの改善に活用すること」を掲げた、現在取りまとめ中の「パ」国の保健医療分野に

対する JICA 協力方針に合致したものであり、地域住民のニーズも満たしている。 
 
（２）有効性 

プロジェクトの有効性は高いと判断される。プロジェクト目標である「12 衛生行政区規模

で看護・助産人材の継続教育研修を自立的に実施する基盤が強化される」は、４つのアウト

プットの達成によって、達成されることが見込まれる。 
新規対象の６衛生行政区における小児領域の地方研修の実施（アウトプット１）と研修モ

ニタリングの実施（アウトプット２）については、衛生行政区の間で進捗状況に差があるが、

2009 年８月まで遅れがちだった厚生省の予算執行に改善の兆しが見られ、また地方研修実施

のための必要最低限の経費補てんが日本側プロジェクト予算の枠内で検討されており、アウ

トプット１、２に係る今後の活動の順調な進捗が期待できる。 
アウトプット３に係る取り組みは、プロジェクト後半において「看護・助産継続教育運営

地方委員会」の設置等を重点的に実施する予定であり、アウトプット４に係る活動は計画に

沿って順調に進捗している。 
 
（３）効率性 

効率性はおおむね高いと判断される。投入はほぼ予定通り実施されており、アウトプット

発現に活用されている。2008 年 11 月の運営指導調査の結果を踏まえ、プロジェクトの新規

対象衛生行政区が当初の 10 から６に絞られ、６つの既対象の衛生行政区に、C/P が容易にフ

ォローできるようになった。 
日本人専門家派遣、第三国専門家派遣、「パ」国側の C/P、ファシリテーターの人材配置等

については効率的に実施されたと評価される。供与機材についても、ほとんどの機材は効率

的に活用されている。ただし、一部の機材について取扱方法が十分に周知されていないこと

が確認されたため今後研修モニタリングなどの機会を通じて周知し、機材が十分に活用され

るように配慮していくこととなった。 
なお、プロジェクトによる投入ではないものの、JICA 沖縄での集団研修へ「パ」国側プロ

ジェクト関係者が参加したことはモティベーションを高めることに貢献した。さらに、中米

カリブ地域／看護基礎・継続教育プロジェクト（エルサルバドル）の研修講師として「パ」

国側 C/P およびファシリテーターが参加したことも、「パ」国側の自覚・誇り・指導能力の向

上などに様々なプラスの影響があった。 
 
（４）インパクト 

中間レビュー時点では上位目標達成を予測するのはまだ困難である。しかし、本プロジェ

クトでは研修にとどまらず、研修受講者が勤務する医療施設に C/P、ファシリテーター、専

門家が出向いてモニタリングを行い、研修の成果がサービスの向上に結びついているかどう

かを確認し同時に指導している。そのような研修は「パ」国において他に例を見ないといわ

れており、看護・助産人材による医療サービスの向上に結びつくと期待される。 
予測されなかった正のインパクトとしては、INEPEO の機能が強化された結果、新型イン

フルエンザ対策研修の実施など、厚生省の緊急な要請に INEPEO が応じることができるよう

になったことがあげられる。 
 
（５）自立発展性 

これまでの協力を通じて、C/P、ファシリテーターは小児領域については独自に研修を実施
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できる能力を十分に備えるようになっている。また、INEPEO は新型インフルエンザ対策研

修の実施など厚生省の緊急な要請に応じることができるようになっており、プロジェクト終

了後に C/P がプロジェクトで得られた成果を独自に維持・発展させるための人的・技術的基

盤が築かれることが見込まれる。INEPEO は、前プロジェクトの実施期間中に厚生次官直轄

の組織として発足したものの組織再編などが懸念されたが、中間レビュー調査終盤に現政権

下においても厚生次官直轄の組織として位置づけられることが再確認され、組織の自立性・

継続性が確保されることとなった。今後は、地方レベルにおける組織的基盤の確保、財政的

基盤・支援の確保がさらに重要となってくるだろう。 
 
３－３ 効果発現に起因した要因 
・C/P である INEPEO 技術スタッフの向上意欲が強く、決められた以上の業務を行うことをいと

わず、専門家と協力して仕事をやり遂げる姿勢があること。 
・INEPEO が厚生省の他の部局から看護・助産継続教育を行ううえでの重要性を認知されている

こと。 
・衛生行政区でコーディネーターが継続教育活動に積極的であること。 
・国際 NGO の PLAN によって、プロジェクトは高い評価を受けており、また INEPEO は PLAN

から資金的支援を受けていること。 
・カナダ国際開発庁（CIDA）のプロジェクトとの連携を行い、お互いの成果やリソースを活用し

あっていること。 
・コンセプシオンなど、衛生行政区によってはファシリテーターの尽力によって、地方自治体の

積極的な協力が得られ、研修経費を獲得できたこと。 
 
３－４ 問題点および問題を引き起こした要因 
・「パ」国側の地方研修・モニタリング実施経費の調達が必ずしも容易ではないこと。 
・一部 C/P の人事異動があったこと。  
・地方ファシリテーターの多くは厚生省職員としての業務以外にも仕事をもっていること。 
・ファシリテーターが勤務先の上司から全面的な理解と協力が得られない場合もあること。 
 
３－５ 結 論 

本プロジェクトは前プロジェクトを通じて南部４県で確立された小児・母性領域における看護

助産分野での継続教育研修プロセスのモデルについて、他衛生行政区に普及・拡大させ、研修・

モニタリング・評価方法を確立・実施させることを目的として開始された。 
2008 年 11 月の運営指導調査において、新規に対象とする衛生行政区を６つに絞り、対象とす

る新領域も基礎看護および地域看護に絞るなどの変更を行ったうえで、改訂 PDM（PDM２）を

策定した。今回はこの PDM２に基づきレビューを行った。プロジェクト前半には、外部条件の変

化によりプロジェクトの進捗が影響を受けたものの、C/P および地方ファシリテーターの尽力に

よって、プロジェクト活動は、特に地方研修は個別には遅れが生じているものの、総体的には段

階的に進んでいる。 
まずアウトプット１（継続教育研修プロセスの確立・実施）については、小児領域では既に各

新規６衛生行政区において地方ファシリテーターが養成されており、衛生行政区ごとに状況は異

なるものの地方研修は着実に実施されており、おおむね計画通りである。一方、母性領域の地方

ファシリテーター養成は、2009 年度末までには実施される予定である。アウトプット２（継続研

修モニタリング・評価方法の確立・実施）については、上述のとおり衛生行政区ごとの研修実施

状況が異なるため、モニタリングの計画および実施が開始されたのは２衛生行政区にとどまるも



vi 

のの、他衛生行政区については順次実施される見込みである。またアウトプット３（人材・予算・

組織・行政支援の確保）については、これまでもプロジェクトとして必要な働きかけを「パ」国

政府に行っている。今後、さらにプロジェクトの後半において「看護・助産継続教育運営地方委

員会」の設置等を重点的に実施する必要がある。アウトプット４（基礎看護、地域看護の研修基

礎の確立）については、短期専門家や第三国専門家等の投入によって、計画通り順調に進められ

ている。一方、プロジェクト目標の達成については、指標に係る主な活動がプロジェクト後半に

多く計画されていることから、現時点で明確に評価することは困難である。上述のとおり、一部

の活動に遅れがみられることもあり、着実なプロジェクト目標達成のためには更なる日本側の投

入の検討や「パ」国側の体制強化の促進が重要である。 
５項目評価のうち、妥当性、有効性、効率性のいずれも高いと判断される。インパクトについ

ては現時点で上位目標達成度を予測するのは困難である。しかしながら、INEPEO が実施してい

る看護・助産継続教育研修は研修後のモニタリング実施等の特徴がある点で、「パ」国において他

に類を見ないものであり、本研修を通じた衛生行政区レベルの看護・助産人材強化により、保健

医療サービスの質向上にインパクトを与えることが期待される。最後に自立発展性についても、

C/P がプロジェクトで得られた成果を独自に維持・発展させるための人的・技術的基盤が築かれ

ることが見込まれている。今後は、財政的、組織的基盤の確保が今後さらに重要となってくるだ

ろう。 
 
３－６ 提 言 
＜プロジェクト（INEPEO C/P・日本人専門家）に対する提言＞ 
（１）INEPO は、INEPEO 審議会を強固な支援組織として機能を継続させることが望ましい。 
（２）看護・助産継続教育運営地方委員会の設立にあたっては、各地方自治体当局の協力を得る

ように働きかけることが必要である。 
（３）INEPEO が持続的に質の高い看護・助産継続教育活動を実施するために、INEPEO の諮問

機関として存在する既存の６委員会の機能を最大限活用することが重要である。 
（４）質の高い研修指導者の養成および継続的な人材確保のために、INEPEO は地方ファシリテ

ーターの選抜基準・役割・活動内容について、地方衛生行政局の理解が得られるように、地

方衛生行政局長に対して十分な説明を継続することが重要である。 
（５）看護・助産継続教育のために、各種委員会を含めた INEPEO の組織について再確認を行い、

厚生省からの承認を得ることが必要である。 
 
＜厚生省に対する提言＞ 
（１）INEPEO に設置された各種委員会の機能・活動内容・活動計画が再確認された際、厚生省

は各種委員会の組織および委員会構成員を INEPEO の諮問機関および構成員として位置づけ

ることが必要である。 
（２）厚生省の理解のもと、衛生行政区に看護・助産継続教育運営地方委員会が設置され、看護・

助産継続教育運営地方委員会長には衛生行政局長が任命されることが望ましい。 
 
＜JICA に対する提言＞ 
（１）一部の活動の遅れが見られるため、、短期専門家等日本側の投入を増やすことが望ましい。

（２）「パ」国側の地方研修の予算措置が十分ではないので、地方研修の実施に影響が出ているた

め日本側は「パ」国側の自立発展性を阻害しないよう配慮しつつ、地方研修実施のための一

部経費負担を検討する必要がある。 
（３）エルサルバドルの第三国研修に C/P が講師として参加したことによって、本プロジェクト
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に正のインパクトが生まれている。このように他国での類似プロジェクトとの人材交流を引

き続き促進することが望ましい。 
 
３－７ 教 訓 
・前プロジェクトによって築かれた人的・組織的基盤を活用することで、新たな対象地域に対す

る研修事業を効率的・効果的に展開することができた。 
・継続教育研修事業の基盤づくりを主眼とする本プロジェクトが、研修モニタリングをアウトプ

ットの一つに位置づけたことは事業の質的発展に効果的であった。 
・自立発展に向けた人材・予算・組織づくり・行政支援の確保をアウトプットの一つに位置づけ

たことは、「パ」国側のオーナーシップ、C/P やファシリテーターによる厚生省、自治体等に対

する予算確保のための積極的な働きかけ、研修コスト削減のための様々な工夫を促すために効

果的であった。 
・プロジェクト計画段階から他ドナーとの連携を図ったことで、お互いのリソースを有効活用し、

事業に関する認知度を高めることにつながった。 
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Mid-term Review Summary 
1. Outline of the Project 

Country: Republic of Paraguay Project title: Project for Strengthening Continuing Education 
in Nursing and Midwifery 

Issue/Sector: Health (human resources 
development) 

Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Total cost (as of the evaluation):89million yen Division in charge:  
Human Development Department Partner Country’s Implementing Organization: National 

Institute of Continuing Education in Nursing and Midwifery 
(INEPEO), Ministry of Public Health and Social Welfare 
(MSPyBS) 

Period of Cooperation: January 2008 – 
January 2011 

Supporting Organization in Japan: 

1-1. Background of the Project 
Through the 5-years-project for Strengthening Continuing Education in Nursing and Midwifery in the 

South of the Republic of Paraguay, conducted between 2001 and 2006, the continuing education system 
for maternal and child health in the southern provinces for human resources engaged in nursing and 
midwifery was established.  The current Project for Strengthening Continuing Education in Nursing 
and Midwifery was initiated in January 2008 for the period of 3 years with INEPEO as the counterpart 
organization, with the purpose of improving the health services by strengthening the implementation 
system of continuing education in nursing and midwifery in a sustainable way. The Project initially 
targeted 16 sanitary regions, 10 newly targeted regions and 6 old regions which had been already 
covered by the previous project and Paraguayan side’s own effort thereafter. 

Later, the target regions were reduced to 12, 6 new regions (Concepción, San Pedro, Guairá, Alto 
Paraná, Amambay, Canindeyú) and 6 old regions (Caazapá, Itapúa, Misiones, Ñeembucú, Paraguarí, 
Caaguazú,), based on the results of the project consultation, carried out in November 2008. 

At the half-way point of the implementation period, the Mid-term Review Study was carried out 
with the purpose of reviewing the progress and performance so far of the Project and discuss among the 
Project’s stakeholders on future direction of the Project. 
 
1-2. Contents of the Cooperation 
(1) Overall Goal 

Health services by human resources of nursing and midwifery in the whole country are improved. 
 
(2) Project Purpose 

The Foundation for sustainable implementation of continuing education in nursing and midwifery 
nationwide is strengthened. 

 
(3) Outputs 

1) The process of continuing education training for human resources of nursing and midwifery in 
maternal and child health areas is established and implemented. 

2) The method of monitoring and evaluation of continuing education training for human resources of 
nursing and midwifery in maternal and child health areas is established and implemented.  
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3) Human resources, budget, organization development and administrative support for sustainability 
are secured. 

4) The base for training in the two areas of fundamental nursing and community nursing out of 
continuing education curriculum for nursing and midwifery is established. 

 
(4) Inputs (as of September, 2009) 

1) Japanese Side 
Long-term experts        2  (40 MM) 
Short-term experts        1   (2.5 MM) 
Third-country experts     1  (0.75 MM) 
Provision of equipment   equivalent to US$185,178.92 
Local cost support       equivalent to US$232,485.82 

2) Paraguayan side 
Counterpart             6 
Administrative personnel 
Local cost              equivalent to US$213,709.00 (2007 – June, 2009) 

 

2. Evaluation Team 

Members of 
the evaluation 
team 

Leader: Kenichi TAKEMOTO (Division Leader, Health Human Resources Division, 
Human Development Department, JICA) 
Nursing Education: Kyo HANADA (Senior Advisor (Public Health), JICA) 
Cooperation Planning: Aimi SHIMIZU (Health Human Resources Division, Human 
Development Department Department, JICA) 
Evaluation Analysis: Saeko ICHIKAWA (Researcher, Global Link Management, Inc.) 

Period of 
Evaluation 

September 4, 2009 – September 20, 2009 

3. Results of Evaluation 

3-1. Achievements 
(1) Achievements of outputs 

Output 1: The process of continuing education training for human resources of nursing and 
midwifery in maternal and child health areas is established and implemented. 

The project started with the training on the child health area, in which the training activities had been 
started in the previous project.  The regional facilitator candidates were selected from each of the 6 
new sanitary regions. In total 49 regional facilitators were trained in INEPEO. It had been agreed that 
while training expenses for formation of regional facilitators were provided by JICA, costs for training 
of nurses and midwives in each sanitary region by the regional facilitators should be supplied by 
Paraguayan side’s own effort, such as the budget requested to the MSPyBS through INEPEO, financial 
assistance by the local governments, NGOs such as PLAN International, and others. The progress of 
regional training differs depending on the availability of funds.  In total, 346 nurses and midwives 
have been trained in 17 training opportunities in 6 new sanitary regions. 

 
Output 2: The method of monitoring and evaluation of continuing education training for human 
resources of nursing and midwifery in maternal and child health areas is established and 
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implemented. 
It had been decided that at least 2 regional training should be carried out before implementing 

monitoring in each of the 6 new sanitary regions. First monitoring on child health area was carried out 
in the two regions, San Pedro Sur and Concepcion.  Monitoring will be carried in other regions later 
on. 

 
Output 3: Human resources, budget, organization development and administrative support for 
sustainability are secured. 

The main activities related with the Output 3 are planned to be carried out during the latter half of 
the project. INEPEO, besides requesting the budget increase to the Ministry of Health for the 
implementation of continuing education training of nurses and midwives for the fiscal year 2010, 
advices the sanitary regions to request the budget for continuing education to the MSPyBS. Also, the 
project promotes the establishment of "Regional Committee for Administration and Management of 
Continuing Education of Human Resources of Nursing and Midwifery" in the 12 sanitary regions, and 
to include as one of its functions, activity for securing necessary financial resources for the 
implementation of continuing education.    

 
Output 4: The base for training in the two areas of fundamental nursing and community nursing 
out of continuing education curriculum for nursing and midwifery is established. 

The activities are carried out as planned under the guidance and support by a short-term expert and a 
third-country expert.  As for the fundamental nursing area, the short-term expert was dispatched to 
Paraguay in July 2009.  As for the community nursing area, three weeks training was carried out by 
the third-county expert from El Salvador in February 2009, and the training will be carried out again in 
2010. 

 
(2) Level of Achievement of Project Purpose 

The level of achievement of project purpose is difficult to judge, as many activities which influence 
the achievement of its objectively verifiable indicators are left for the latter half of the project. It is 
important to carry out evaluation of training on the part of the participants in an originally planned 
method, and to strengthen the foundation and activities of various committees both at the central and 
regional level in order to improve the organizational and financial sustainability of continuing 
education in nursing and midwifery. 

 
(3) Implementation Process 

The progress of the project was affected by the change of external conditions, such as the temporary 
transfer of INEPEO’s director, during the first year of the project.  Under such circumstances, the 
Project Consultation Mission was dispatched in November 2008, with the objective of verifying the 
environment of the project, and to revise the PDM and Plan of Operations. Based on the discussions 
with the Paraguayan side, the modified PDM2 was agreed. The main modifications were to reduce 
newly targeted sanitary regions from 10 to 6, focusing on regions with more difficult access from the 
capital, and to reduce the new target continuing education areas from 3 to 2, focusing on fundamental 
nursing and community nursing. 
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3-2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The relevance of the Project is high.  The project’s over all goal is in line with the Paraguayan New 
Health Policy, which sets reduction of maternal and child mortality and morbidity rate as one of its 
important and concrete goals. Also, the policy sets strengthening of the Primary Health Care (PHC) and 
establishment of continuing education training system of health human resources including physicians, 
nurses and midwives, as some of the priority issues, to which the project can contribute.  The project 
is relevant in regard to JICA’s health sector cooperation policy to Paraguay, which promotes 
strengthening of health human resources with focus on nurses and midwives, and making full use of 
those human resources for improvement of community health services.  

 
(2) Effectiveness 

Effectiveness of the project is generally high. All four Outputs are important and logically related to 
achieve Project Purpose. 

Progress in implementation of training on child health area in each of 6 new sanitary regions (in 
relation to Output 1) and implementation of monitoring after training (in relation to Output 2) differs 
depending on the availability of financial resources.  However, progress can be expected as budget 
execution by MSPyBS is likely to improve as compared to the previous year, and the Japanese side is 
considering to provide a part of necessary costs for training . Also, activities related to Output 3, such 
as establishment of “Regional Committee for Administration and Management of Continuing Education 
in Nursing and Midwifery” will be further strengthened. 

 
(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is relatively high. The inputs have been done mostly as planned, and 
have been utilized for generating Outputs. By reducing the new sanitary regions from 10 to 6, 
following the study results by the Project Consultation Mission  of November 2008, the project can 
provide more support to 6 new sanitary regions, as well as to 6 old sanitary regions. 

Allocation of Japanese experts, third-country experts, and Paraguayan counterparts and facilitators 
were appropriate.  Most of the equipment provided by Japanese side was utilized efficiently.  Some 
of equipment was not well utilized, due to the lack of enough understanding on how to use. 
Necessary instructions will be given utilizing the opportunities of  the monitoring.  

Participation of some Paraguayan counterparts and facilitators in JICA Okinawa Group Training and 
dispatch of some counterparts and facilitators as instructors in Central American and Caribbean Areas 
Continuing Education Project in Nursing had positive influence such as to improve ability to teach, and 
to promote self confidence and respect. 

 
(4) Impact 

It is still difficult to judge the prospect of achievement of Overall Goal at the time of the Mid-term 
Review Study.  However, it should be noted that the Project not only provides training but also 
implements monitoring of trainees’ practice in their place of work, in order to see whether the training 
is contributing to improve quality of health services. This is one of the unique characteristics of the 
project.  

Regarding the reduction of newly targeted sanitary regions from 10 to 6, the northern regions with 
difficult access from the capital were remained, therefore the effect on the achievement of overall goal 
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is expected to be limited.  
One of the positive impacts of the project is that the counterparts of INEPEO are now able to cope 

with the emergency requests made by the MSPy BS, such as implementation of a part of training 
program on the New Influenza H1N1. 

 
(5) Sustainability 

Technical sustainability is expected. The counterparts, national and regional facilitators have 
acquired enough capacity to implement training on child health area on their own. INEPEO is now able 
to cope with the MSPyBS’s emergency request to take part of training programs on new areas such as 
New Influenza H1N1. By the end of the project it is expected that the counterparts acquire enough 
technical foundation for technical sustainability and development. 

Organizational sustainability is also expected to some extent. The organization of INEPEO was set 
up under the direct jurisdiction of the Vice Minister of Health during the previous project period and 
the same position has been confirmed by the current Minister. Organizational foundation at the regional 
level should be further strengthened. 

Financial sustainability is not very high.  The budget of the MPSyBS is increasing in grand total, 
but the budget increase for continuing education is not yet secured. INEPEO needs to continue its 
efforts to obtain political and financial support by the MPSyBS, while seeking the cooperation of other 
donor agencies. 

 
3-3. Factors that that promoted the realization of effects  

Factors concerning the implementation process are: 
•  Counterparts’ willingness to improve 
•  Recognition of importance of INEPEO for the continuing education in nursing and midwifery by 

other institutions and departments of the MSPyBS 
•  Active collaboration of the coordinators of the sanitary regions for the continuing education 
•  Coordination and collaboration with other donor agencies, such as CIDA and PLAN, which provide 

support for continuing education in nursing and midwifery 
•  Facilitators’ efforts in securing resources for training by promoting cooperation with the local 

governments and other authorities in some sanitary regions such as Concepcion.  
 
3-4. Factors that impeded the realization of effects 

Factors concerning the implementation process are: 
•  Difficulties in securing financial resources for implementation of training and monitoring by 

Paraguayan side 
•  Temporary transfer of key counterpart personnel 
•  As many regional facilitators have side jobs other than their duties as the MSPyBS’s official, it is 

often difficult to spare time for training and monitoring. 
•  Facilitators sometimes are not able to get full support and understanding by the person-in-charge of 

their workplace. 
  
3-5. Conclusion 

Mid-term review study was carried out based on PDM2.  Although the progress of project was 
affected due to the change of external conditions, thanks to the efforts by the counterparts and regional 
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facilitators, overall project activities, especially training in new 6 sanitary regions are making steady 
progress. 

Regarding Output 1, establishment and implementation of continuing education training process, 
regional facilitators have been formed and regional training courses on child health area have been 
implemented, although training has not been completed in some sanitary regions.  Formation of 
facilitators on maternal health area will be completed by the end of 2009. Monitoring on child health 
area training has been carried out only in two new sanitary regions, as in other regions training has not 
been completed, or completed quite recently.  Although the project has promoted activities in relation 
to Output 3, it is important to strengthen its efforts to establish “Regional Committee for Administration 
and Management of Continuing Education in Nursing and Midwifery” to set up foundation of raising 
funds and planning and implementation of training at regional level. Regarding Output 4, establishment 
of foundation for training on fundamental nursing and community nursing, activities are carried out as 
planned with the guidance and support of the short-term expert and the third-country expert. As for the 
achievement of the Project Purpose, it is difficult to evaluate properly at the moment, as some of the 
activities are in delay, as mentioned previously, and further inputs by Japanese side and systematic 
strengthening is required by Paraguayan side. 

With regard to 5 evaluation criteria, relevance, effectiveness and efficiency are evaluated highly. 
Although it is still difficult to evaluate impact, or prospect for achievement of overall goal, training and 
monitoring after training are expected to promote improvement of quality of services provided by nurses 
and midwives, as it is a unique approach taken by the project to monitor the effect of training at the 
trainee’s workplace. Finally, with regard to the sustainability, technical sustainability is expected, as the 
counterparts have acquired enough basis to maintain and develop the effects obtained through the project 
by themselves. Securing organizational and financial foundation is the key to the overall sustainability. 
 
3-6. Recommendations 
{Recommendations to the counterparts and Japanese experts} 
(1) It is recommended for INEPEO to maintain the functions of the INEPEO Council as the strong 

supporting body. 
(2) It is recommended to make effort to obtain cooperation of the local government authorities in 

establishing Regional Committee for Administration and Management of Continuing Education in 
Nursing and Midwifery. 

(3) It is important to make full use of the function of 6 existing committee as INEPEO’s technical 
advisory body in order to implement high quality continuing education activities in nursing and 
midwifery in a sustainable way. 

(4) It is important to continue effort in providing enough explanation to the regional directors of sanitary 
regions in order to obtain enough understanding and support on the regional facilitators’ selection 
criteria, roles and contents of activities, to secure high quality training instructors in sustainable way.

(5) It is necessary to re-verify organization of INEPEO including its committees, and to obtain 
recognition by the MSPyBS, for the continuing education in nursing and midwifery. 

 
{Recommendations to the MSPyBS} 
(1) It is necessary for MSPyBS to recognize the organizations and members of INEPEO’s committees as 

advisory body, when the functions, contents of activities and plan of activities are re-verified. 
(2) It is recommended that the Regional Committee for Administration and Management of Continuing 
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Education in Nursing and Midwifery is established with the full understanding of the MSPyBS and 
that the regional director is appointed as the chairman of the committee.  

 
{Recommendations to JICA} 
(1) It is recommended to allocate more short-term experts, as the number of experts is not enough 

compared with the amount of activities. 
(2) As the Paraguayan side’s budget for regional training is not enough, training is not implemented as 

planned and the important activities for the achievement of the project purpose are delayed. 
Therefore, it is recommended for JICA to consider to provide a part of the regional training costs, 
while taking consideration for not impeding sustainability and development by the Paraguayan side. 

(3) Dispatch of some counterparts and facilitators to other project of continuing education in nursing and 
midwifery in El Salvador as lectures had positive impact for the participants themselves as well as 
for the project.  It is recommended to promote such exchange of human resources with similar 
projects in other countries. 

 
3-7. Lessons Learned 
•  It was possible to expand training programs to new target areas efficiently and effectively by utilizing 

human resources and organizational foundation established through the previous project. 
•  It was effective to include monitoring of training as an Output in order to make sure that the training 

carried out in the project contributes for improvement of quality of health services. 
•  I was effective to include strengthening of human resources, financial and organizational foundation 

and administrative support for sustainability as an Output in order to promote ownership, 
consciousness on cost and leadership by Paraguayan side. 

•  It was effective to promote coordination and collaboration with other donor agencies from the project 
planning stage, as it was possible to utilize resources mutually, and to raise awareness on the projects.
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第１章 中間レビューの概要 
 

１－１ 中間レビュー実施の経緯と目的 

パラグアイ共和国（以下、｢パ｣国と記す）の「看護・助産継続教育強化プロジェクト」は、看

護・助産人材の継続研修を自立的に実施する基盤を強化することによって保健サービスを改善す

ることを目的とし、「パ」国厚生省国立看護・助産継続教育センター（Instituto Nacional de Educación 
Permanente en Enfermería y Obstetricia：INEPEO）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関と

して、2008 年２月より 2011 年１月までの３年間の予定で実施されている。本プロジェクトは、

2001 年から５年間にわたって実施された「南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」（以下、

「前プロジェクト」）の成果（アウトプット）およびその後の「パ」国自立発展の成果を踏まえて、

16 衛生行政区を対象区として開始された。その後、2008 年 11 月の運営指導調査結果を踏まえて、

2009 年２月合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で正式にプロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）および活動実施計画（Plan of Operation：PO）

が改訂され、12 衛生行政区（カアサパ、イタプア、ミシオネス、ニエンブク、パラグアリ、カア

グアス、コンセプシオン、サンペドロ、グアイラ、アルトパラナ、アマンバイ、カニンデジュ）

をプロジェクト対象区とすることとなった。 
今般協力期間の中間地点において、これまでの活動進捗状況を確認するとともに、残る期間で

のプロジェクト目標の達成と最大限の正の効果の発現のために、今後のプロジェクトの方向性を

｢パ｣国側と協議し、必要に応じた PDM の見直し、および協力後半期間の活動計画の修正を行う

ことを目的とする。 
 

１－２ 団員構成 

氏 名 担当分野 所 属 

竹本 啓一 団長／総括 JICA 人間開発部第４グループ保健人材課 課長 

花田 恭 看護教育 JICA 人間開発部 国際協力専門員 

清水 愛美 協力計画 JICA 人間開発部第４グループ保健人材課 職員 

市川 佐江子 評価分析 グローバルリンク・マネージメント（株） 

 

１－３ 調査日程 

2009 年９月４日（金）～９月 20 日（日） 

   市川団員 竹本団長、清水団員 花田団員 

１ Sep.４ 金 成田発     

２ Sep.５ 土 アスンシオン着     

３ Sep.６ 日 日本側打合せ     

４ Sep.７ 月 プロジェクト打合せ 
10:00 PLAN へのヒアリング 

    

５ Sep.８ 火 プロジェクト打合せ 
（C/P および専門家個別ヒアリング）
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６ Sep.９ 水 8:00  厚生省企画総局  
9:00  看護課 
13:30 パラグアイ助産師協会 
14:30 アスンシオン大学看護助産学

校 
16:00 パラグアイ看護師協会会長 

    

７ Sep.10 
木 

資料整理 11:30 成田出発 14:56 
グアテマラ 

８ Sep.11 
金 

9:00  助産課 
14:00 JICA パラグアイ事務所訪問 
     プロジェクト協議 

10:10 アスンシオン着 
14:00 JICA 訪問 
     プロジェクト協議 

９ Sep.12 土 団内協議 

10 Sep.13 日 団内協議 

11 Sep.14 
月 

9:00  厚生省次官表敬 
11:00 プロジェクト（C/P 含む）との協議 
PM  日本人専門家との協議 

12 Sep.15 
火 

AM  日本側協議 
14:00 C/P との協議 

13 Sep.16 
水 

8:00-11:00 INEPEO 審議会メンバーとの協議 
PM C/P との協議 

14 Sep.17 
木 

10:00-11:00 JCC 
14:30 M/M 署名 

15 Sep.18 

金 

AM  JICA 事務所との打合せ 
14:00 JICA 事務所報告 
15:00 在パラグアイ日本大使館 
18:00 パラグアイ発 

16 Sep.19 土 サンパウロ乗換 NY 乗換 

17 Sep.20 日 16:10 成田着 JL005  

 

１－４ 主要面談者 

＜「パ」国＞ 
（１）厚生省（Ministerio de Salud Pública y Bienestar Social：MSP y BS） 

Dra.Esperanza Martínez 大 臣 
Dr.Edgar Giménez 次 官 
Prof. Marín Mazzolo 人材開発総局長 
Dra. Carmen GÓmez PHC 総局長 
Lic.Blanca Mancuello 看護課長 
Lic.María Adela Miltos 助産課長 
 

（２）パラグアイ看護師協会 
Lic.María ConcepciÓn Chávez 会 長（INEPEO 技術顧問） 
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（３）パラグアイ助産師協会 

Lic.Modesta de Piris 会 長 
 

（４）アンドレス・バルベロ大学（Andrés Barbero Institute, National University of Asunción：IAB） 
Lic.Rosalía Rodríguez de Lopez 校 長 

Lic.Olga LÓpez de Benitez 看 護 
Lic.Brunilda de Benitez de Sanabria 助 産 

 
（５）INEPEO 

Lic.Gladys Noemí Galeano 所 長 
Lic.Mary Petrona Fariña C/P 

Lic. María del Carmen Cardozo C/P 
Lic.Estela Rivas Flores C/P 

Lic.Nancy Mújica C/P 
Lic.Nana Carolina Matsuhashi C/P 

 

＜日本人専門家＞ 

朝倉 正子 専門家（チーフアドバイザー） 

宮崎 朋子 専門家（基礎看護・計画運営） 

高世 奈奈子 専門家（業務調整員・モニタリング） 

 

１－５ 評価項目・評価方法 

（１）中間レビューの方法 

本中間レビュー調査は、「JICA 事業評価ガイドライン（2004 年１月）」に基づき、プロジ

ェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）手法により、以下の

手順で実施した。 
１）2009 年２月、JCC で改訂された最新版の PDM（PDM Version ２）に基づいた評価のデ

ザイン 

２）プロジェクトの実績・実施プロセスを中心とした必要情報の収集・確認 

３）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からの収集デ

ータの分析 

４）分析結果からの提言・教訓の導出 

 

（２）評価５項目 

本調査で適用した評価５項目の定義を以下に示す。中間レビューにおいては、妥当性と効

率性の視点に重点を置き、有効性、インパクト、自立発展性については、これまでの実績・

投入を踏まえて可能な範囲で予測、見込みに基づいて検討した。 
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＜評価５項目の定義＞ 

評価５項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 プロジェクト目標と上位目標が援助受入国の政府政策や日本の ODA 政

策・戦略に沿っているかどうか、ターゲット・グループや最終受益者のニ

ーズに合致しているかどうかを確認する。 
有効性 プロジェクト目標の達成状況やプロジェクト戦略の妥当性、特にプロジェ

クト目標とアウトプットの相関関係を確認する。 
効率性 プロジェクトの投入の種類・時期・質の適切性や、投入がどの程度アウト

プットに転換されたかを見ることで、プロジェクト実施の効率性を分析す

る。 
インパクト プロジェクトの介入によって、プロジェクト対象地域に正・負の影響が出

ていないかどうかを確認する。 
自立発展性 それぞれ組織・制度、財政、技術的な側面から、プロジェクトで得られた

実績がプロジェクト完了後も継続していくかどうかを確認する。 
プロジェクト目標は関係者にとって十分明確か。 

このままでプロジェクト目標の達成は見込めるか。 

投入、活動、アウトプットの内容を軌道修正する必要はあるか。 

プロジェクト目標の指標およびアプトプット指標は適切であるか。 

軌道修正 
の必要性 

プロジェクト目標達成を確実にするために今後留意していかなければな

らないことは何か。 
 

（３）評価のデザイン 

評価のデザインを策定するにあたり、事前調査・実施協議報告書、PDM、PO、運営指導調

査報告書（案）、事業進捗報告書、その他プロジェクト関連文書等に基づいて評価項目案を作

成し評価グリッドにまとめた。評価項目は、評価分析団員がレビュー調査団との協議を経て

確定されたものである。主な評価項目は次表に示すとおりである。 

 
＜主な評価項目＞ 

評価設問 ５ 項 目 そ の

他の基準 大項目 小項目 
「パ」国側 
 C/P とスタッフの配置 
 プロジェクト実施に必要な経費と資材 
日本側 
 専門家派遣 
 本邦研修・第三国研修への研修員受入れ 
 機材の供与 

投入実績 

 現地活動費 

実績の検証 

アウトプットの達成度 アウトプット１：小児・母性領域に関し、看護・助

産人材に対する継続教育研修プロセスが確立・実施

される。 
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アウトプット２：小児・母性領域に関し、看護・助

産人材に対する継続教育研修のモニタリング・評価

方法が確立・実施される。 
アウトプット３：自立発展に向け人材・予算・組織

づくり・行政支援が確保される。 
アウトプット４：看護・助産継続教育カリキュラム

のうち基礎看護学、地域看護学の２領域に関する研

修の基礎ができる。 
活動はどのくらい計画通りに行われたか。 活動の進捗状況 
活動の進捗に影響を与えた問題はあるか。 
定期的なモニタリングは行われたか。方法は。 
PDM、PO の変更について関係者の合意は得られた

か。 

モニタリングの実施状況 

外部条件に変化はあったか。それによる影響はあっ

たか。それに対する対応は適切であったか。 
適切な C/Ps が配置されたか。 
プロジェクト実施への参加は十分であったか。 

実 施 プ ロ セ

スの検証 

C/Ps の配置 

C/Ps 側の予算の配分は十分か。 
上位目標・プロジェクト目標と「パ」国側の保健開

発政策との整合性はあるか。 
上位目標・プロジェクト目標と日本の開発援助政策

との整合性はあるか。 
プロジェクト対象地域では、現在でもプロジェクト

による支援ニーズを認識しているか。 

妥当性 プロジェクト計画の妥当性 

プロジェクトデザインやプロジェクトスコープは

妥当であるか。 
プロジェクト終了時（2011 年１月）までに、プロ

ジェクト目標「12 衛生行政区で看護・助産人材の

継続研修を自立的に実施する基盤が強化される」が

達成する可能性どのくらいあるか。 

プロジェクト目標の達成予測 

プロジェクト目標の達成を阻害する要因はあるか。

アウトプットはプロジェクト目標を達成するため

に十分か。 

有効性 

アウトプットのプロジェクト

目標との因果関係 
アウトプットからプロジェクト目標に至るまでの

外部条件は現在においても正しいか。 
期待されたアウトプットを得るために予定された

活動が適切に実施されたか。 
アウトプットの産出 

アウトプット達成を阻害した要因また促進した要

因はあるか。 

効率性 

タイミング・質・量 活動を実施するために過不足のない量・質の投入が

適切なタイミングで実施されたか。 
上位目標「全国レベルでの看護・助産人材による保

健医療サービスが改善する」は、プロジェクト終了

後３～５年で見込めるか。 

上位目標達成の見込み 

上位目標の達成を阻害する要因はあるか。 
想定されていなかった正の影響はあったか。 

インパクト 

波及効果 
想定されていなかったマイナスの影響はあったか。

政策面 プロジェクト終了後に政策的な支援が持続するか。自立発展性 
 財政面 研修実施のための十分な予算は確保されるか。 
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制度面 INEPEO での研修および対象衛生行政区での研修

を効果的に実施するための制度が確立されている

か。 
組織面 現実施体制は、プロジェクト終了後も効果を上げる

活動を実施するに足る組織能力があるか。 
C/P のキャパシティ・ディベロップメントの状況と

技術の定着度 

 
 
 

技術面 

持続的効果の発現要因と阻害要因 

 
（４）データ収集手法 

本調査では、以下の手法で定量・定性データを収集した。 
１）文書・報告書等のレビュー 

２）専門家、C/P、INEPEO 審議会メンバーへのインタビュー  
３）専門家、C/P および地方ファシリテーターへの質問票調査 

４）INEPEO 訪問 
 

（５）PDM 

評価は、2009 年２月の JCC で正式に改訂された PDM（PDM Version２）に基づいて実施し

た。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 
２－１ 実施プロセスの検証 

プロジェクト前半において外部条件の変化によりプロジェクトの進捗は影響を受けた。地方研

修は一部の衛生行政区において遅れが生じているものの、C/P および地方ファシリテーターの尽

力によって、プロジェクト活動は総体的には段階的に着実に進んでいる。 
 

プロジェクト開始直後に黄熱病発生による国家非常事態宣言が発令されるなど不測の事態もあ

ったが、プロジェクト開始当初は順調に活動を進めた。 

2008 年５月下旬に前プロジェクトからの C/P であった INEPEO 所長に人事異動があり、９月中

旬に再任されるまでの約４か月、活動の進捗に影響を受けた。そのような状況下においても、３

名の C/P と専門家の努力により、新規 10 衛生行政区中６衛生行政区の小児領域の地方ファシリ

テーター養成研修（「教育技法」「小児領域」）が実施された。 

INEPEO 所長の一時期異動と組織再編など外部条件が変化したため、計画を見直し、活動を整

理することが差し迫った課題となった。こうした背景から、プロジェクト実施環境の現状を整理

したうえで PDM や活動計画を見直すことを目的に、2008 年 11 月に運営指導調査団が派遣され、

PDM、PO の改訂が合意された。新たな PDM（PDM２）における主な変更は次表のとおり。また、

2009 年９月の中間評価までは、各衛生行政区での地方ファシリテーターによる地方研修を軌道に

乗せることを優先して取り組んでいくことが合意された。 

 

＜PDM２における改定概要＞ 
改訂点 変更内容 理由 

対象地域 本プロジェクトで新規に活

動対象とする衛生行政区を

10 区から６区に絞り、既に

対象となっていた衛生行政

区６区に加えた。 

①残りのプロジェクト期間で 10衛生行政区への展開を完了

させることは困難である。 
②プロジェクト期間中はアクセスが大変な北部の衛生行政

区を優先的に対象とし、首都に比較的近い衛生行政区は

アクセスが容易なので「パ」国側による長期的取り組み

が可能と判断された。 
新たな対象

分野 
新たな対象分野を基礎看護

と地域看護の２領域に絞

り、成人看護を外した。 

「パ」国新政権が重点政策として打ち出した「PHC チーム

による地域保健の向上」に沿って、プロジェクトでも地域

看護を重点分野とし、成人看護は優先度が低いと判断され

た。 
 

他ドナーや厚生省から INEPEO のこれまでの活動実績が非常に高く評価された結果、2007 年か

らカナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency：CIDA）の支援による新たなプ

ロジェクトの開始や厚生省による新型インフルエンザ対策等の研修を担当するなど、INEPEO の

業務所掌範囲が拡大した。一方で、INEPEO に対して能力の高いスタッフが増員されたことは、

INEPEO の一層の機能強化につながることが期待される。 
 

新規対象６衛生行政区間で、これまでに行われた小児領域地方研修の実施進捗状況、回数には

差がみられる。自助努力を促す観点から、地方研修の費用は JICA 側が負担せず、「パ」国側の自

助努力、または他ドナーからの資金提供を得る努力によって、調達することとされた。PLAN 
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International（PLAN）による資金提供を得たサンペドロでは北部２回、南部で３回、グアイラで

は３回実施されている。コンセプシオンにおいては、このような資金支援がないにもかかわらず、

衛生行政区の局長とともにファシリテーターの地域への働きかけによって、多数の支援先1からの

協力を得て、地方研修６回（受講生総数 113 名）を開催済みである。 
 

一方、地方研修の実施経費の一部を担う INEPEO 予算の執行は、2008 年までは INEPEO 内の調

達部門によりなされ、活動に支障を来すことはなかった。新政権のもと、2009 年に INEPEO を含

む厚生省所属機関の調達部門が中央集権化され、予算の執行は中央での入札を経てなされること

になった。このため、予算の執行が大幅に遅れ、INEPEO スタッフに対する旅費、宿泊費等の支

払い、車両に係る経費、地方研修に充てる経費等の支払が大幅に遅れ、地方研修の実施にも影響

を与えた。2010 年には行きすぎた調達部門の中央集権化は是正される見込みであるが、INEPEO

の調達部門が INEPEO 内に戻るかどうかはわかっていない。 
また、本中間レビュー終盤に開催された 2009 年９月 17 日 JCC の場において、総務決議第 683

号が決議され、INEPEO が厚生次官房の所属として位置づけられることが発表された。現時点で

は、同決議が INEPEO の予算執行にどのような影響がもたらされるかは定かではない。 

 

２－２ 投入実績 

「パ」国側、日本側とも PDM/PO に基づき投入を行った。投入実績については、付属資料２添

付の合同評価レポートの ANNEX1 を参照のこと。 

 

２－３ 活動実績 

活動は、PDM/PO に基づき実施された。活動実績の詳細は次表のとおりである。 

 

＜活動実績＞ 

計画された活動 実績 

1-1 新規対象６衛生行政区に

おいて、各８名のファシ

リテーターを選出し、小

児・母性領域に関する研

修計画を作成する。 

・新規対象６衛生行政区の小児領域のファシリテーターが人選

され、合わせて研修計画が作成された。 
・小児領域については新規対象６衛生行政区から計画通り選出

された（サンペドロ 11 名、ほかは各８名×４衛生行政区）。

・母性領域「リプロダクティブヘルス」は未実施 
1-2 各衛生行政区８名のファ

シリテーターに対し、上

記研修計画に沿った研修

を実施する。 

・新規対象５衛生行政区のファシリテーターに小児領域「乳幼

児健診」研修が実施された。グアイラについては、2007 年に

既にファシリテーターが養成されている。 
・母性領域の地方ファシリテーター研修は未実施 

1-3 上記研修中、各衛生行政

区の状況および研修受講

者に適した「適応研修プ

ログラム」を作成する。 

・小児領域によって構成される「標準プログラム」と小児疾患

の統合的管理（IMCI、スペイン語では AIEPI）の予防措置や

地域の実情によって導入されるテーマを追加した「適応研修

プログラム」を作成した。 
・母性領域については未作成 

                                                        
1 厚生省結核対策プログラム（宿泊費・交通費）、衛生行政区、県庁、複数の市役所、市議会、地域保健員会、宗教団体、民

間会社（研修開催場所、宿泊施設の提供） 
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1-4 新規対象６衛生行政区に

おいて、全看護・助産人

材のデータベースを作成

する。 

・INEPEO における小児領域研修実施の際にデータを各衛生行

政区から持参してもらい、INEPEO にてフォーマットを調整

中。更新時期・個人情報の取り扱い方を検討していく予定 

1-5 新規対象６衛生行政区に

おける研修計画を作成す

る。 

・各衛生行政区の小児領域研修実施計画を作成・提出済み 
・「リプロダクティブヘルス」研修実施計画についてはファシ

リテーター研修中に作成する予定 
・受講者の移動距離を少なくするなど、研修実施コストを軽減

する工夫をした。 
1-6 新規対象６衛生行政区に

おいて、上記研修計画に

沿った看護・助産人材に

対する研修を実施する。 

・「乳幼児健診」研修はコンセプシオンで６回、サンペドロで

５回（南部３回、北部２回）、グアイラで３回実施されてい

る。アマンバイ、アルトパラナ、カニンデジュについてはそ

れぞれ１回のみ実施 
・「リプロダクティブヘルス」研修は未実施 

1-7 既対象６衛生行政区にお

いて不足人員補充のため

の新人ファシリテーター

養成研修を行う。 

・2009 年 10 月以降に「教育技法」「小児領域」研修を実施予定

 

2-1 新規対象６衛生行政区に

おける研修モニタリン

グ・評価の実施計画を策

定する。 

・既に２回以上の小児領域研修を終了したサンペドロ南部およ

びコンセプシオンにおける実施計画を策定した。 

2-2 新規対象６衛生行政区に

おいて研修モニタリング

基準を用いた研修モニタ

リングを実施する。 

・サンペドロ南部（2009年８月17～19日）、コンセプシオン（2009

年９月中旬）において１回目の研修モニタリングを実施し

た。モニタリング結果は集計し、かかった費用についても報

告し、後日フィードバックして活用する。 
3-1 新規対象６衛生行政区に

おいて、継続教育運営委

員会を発足させ、活動を

定例化する。 

・新規対象６衛生行政区において看護課長、コーディネーター

およびファシリテーターは研修計画・研修実施のための会合

を行っているが、組織された委員会となるには至っていな

い。衛生行政局長が参加し、予算申請が可能な「看護助産継

続教育運営地方委員会」として発足することで、C/P の同意

を得ている。 
・既対象６衛生行政区では定期的に活動しており、2008～2009

年に CIDA のプロジェクトが導入した遠隔教育システムによ

って、C/P（Nancy Mújica 職員）も首都から同委員会により

参加している。 
3-2 新規対象６衛生行政局は

研修・モニタリング経費

確保のための活動を行

い、厚生省はこれを支援

する。 

・新規対象６衛生行政区では、ファシリテーター・看護課長が

研修経費確保のための働きかけを行っている。 
・コンセプシオン、アマンバイ、カニンデジュについては県庁・

市長等の支援、サンペドロおよびグアイラについては国際

NGO である PLAN の支援を受け、アルトパラナにおいては

INEPEO 予算によって、研修が実施された。 
3-3 厚生省は看護・助産人材

の継続教育予算確保のた

・INEPEO は 2008 年、2009 年にわたり継続教育のための臨時

予算を厚生省に申請した。 
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めの活動を行う。 ・厚生次官の提案に従い、INEPEO から各衛生行政区に対し、

2010 年度の衛生行政区予算に研修・モニタリング経費を含め

る予算申請を厚生省に対して行うよう依頼を行った。 
・2009 年度、2010 年度 INEPEO 予算に継続教育活動に係る全

経費を申請したが、全額は認められなかった。 
3-4 12 衛生行政区における

プロジェクト成果に関す

る普及活動を強化する 。 

・活動報告書は厚生次官、活動支援機関へ定期的に提出されて

いる。同時に研修実施のたびに厚生省ホームページに記事が

掲載されている。 
・既対象６衛生行政区のコーディネーターは年２回の活動報告

書を作成のうえ、INEPEO において年間報告を行った。 
・2009 年５月の INEPEO 審議会において、厚生次官から普及活

動強化に関する有意義なコメントや指示が出された。 
 

4-1 看護・助産継続教育カリ

キュラム作成委員会にお

いて、２領域の研修プロ

グラムを作成する。 

・地域看護領域については、第三国専門家による地域看護学研

修を受講した既対象６衛生行政区のファシリテーターほか

20 名で「地域看護委員会」を発足した。この委員会では、

INEPEO と既対象６衛生行政区とを遠隔教育システムで結

び、インターネット会議2により地域看護学研修プログラムを

作成している。同様にインターネット会議により、第三国専

門家の指導を仰いでいる。 
・基礎看護領域については、短期専門家の指導のもと、研修プ

ログラムを作成中である。 
4-2 ２領域研修プログラムに

沿った研修マニュアルお

よび研修教材・教具を作

成する。 

・地域看護領域については、既存の教材作成委員会と地域看護

委員会の合同会合を１回実施した。 
・基礎看護領域については、研修テキスト等を作成中である。

4-3 ナショナルファシリテー

ターに対する２領域の研

修を実施する。 

・新保健政策のひとつである PHC 戦略に対応するため、第三

国専門家によるファシリテーター養成のための「地域看護研

修」が前倒しで 2009 年２月に実施された。 
・基礎看護領域については、2009 年 11 月に実施予定 

4-4 12衛生行政区ファシリテー

ターに対する「研修実施

計画」を作成する。 

・基礎看護領域については、2009 年 11 月のナショナルファシ

リテーター研修実施後に研修実施計画を作成する予定であ

る。 
・地域看護領域については、2010 年４月の第三国専門家による

２回目の指導のもと、研修実施計画を作成する予定である。

 
２－４ アウトプット達成状況 

（１）アウトプット１：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロセス

が確立・実施される。 

前プロジェクトで既に取り組みを開始していた小児領域の研修に対する取り組みを先行さ

せ、次に母性領域に係る取り組みを実施していく方針で開始された。 

                                                        
2 インターネット会議が物理的・技術的に可能なのは既対象衛生行政区のみ。 
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地方ファシリテーターを養成するため、新規対象６衛生行政区からファシリテーター候補

者を選出し、最初に「乳幼児健診プログラム」「教育技法」の養成研修がナショナルファシリ

テーターおよび C/P によって実施された。 

地方研修は、小児領域によって構成される「標準プログラム」と小児疾患の統合的管理

〔Integrated Management of Childhood Illness：IMCI、スペイン語では Ateción Integrada a las 

Enfermedades Prevalentes de la Infancia（AIEPI）〕の予防措置や地域の実情によって導入される

テーマを追加した「適応研修プログラム」を作成し、使用している。 

地方研修はプロジェクトの指導のもと、衛生行政区ごとにそれぞれの地方ファシリテータ

ーによって計画・実施された。INEPEO おける地方ファシリテーターの養成研修は JICA の投

入予算により実施される。一方、地方研修に係る経費は、「パ」国側の自助努力によって調達

するという「パ」国側と日本側の合意のもと、厚生省の INEPEO を通じた予算、地方ファシ

リテーターが県庁、市役所、宗教団体等に働きかけて調達した予算、国際 NGO の PLAN の

資金支援などが充てられている。 

アウトプット１に関する指標は次表のとおりである。 
 

＜アウトプット 1 の指標達成状況＞ 

指標 達成状況 
1. 新規対象６県衛生行政区

において、それぞれ小

児・母性領域最低限８名

の衛生行政区ファシリテ

ーターが研修指導者とし

て養成される。 

新規対象６衛生行政区において、小児領域について合計 49 名

の地方ファシリテーターが養成された。内訳は、コンセプシ

オン８名、サンペドロ 11 名（北部６名・南部５名）、アルト

パラナ８名、アマンバイ６名、カニンデジュ７名、グアイラ

９名である。 
母性領域のファシリテーター養成研修は、2009 年 10 月に実施

される予定である。 
2. 新規対象６衛生行政区に

おける「適応研修プログ

ラム」が作成され、各衛

生行政局で承認されてい

る。 

小児領域によって構成される「標準プログラム」と小児疾患

の統合的管理（IMCI、スペイン語では AIEPI）の予防措置や

地域の実情によって導入されるテーマを追加した「適応研修

プログラム」を作成し、各衛生行政区の合意を得ている。 

3. 新規対象６衛生行政区に

おいて、「研修実施計画」

が作成される。 

地方ファシリテーターが小児領域の研修実施計画を作成済み

である。 
母性領域の研修実施計画は未作成である。 

4. プロジェクト終了時まで

に、各新規対象６衛生行

政区において乳幼児健

診、リプロダクティブヘ

ルス研修がそれぞれ最低

２回実施される 

「小児領域」研修の実施状況は、衛生行政区の間で差がある。

これまでに各衛生行政区で実施された「小児領域」研修の回

数は、コンセプシオン６回、サンペドロ５回（南部３回・北

部２回）、グアイラ３回、アマンバイ、アルトパラナ、カニン

デジュ各１回で、合計 17 回。総数 346 名の看護助産人材に対

する研修が実施済みである。研修実施のための資金の確保状

況、衛生局の支援の度合い、各衛生行政区におけるファシリ

テーターのチームワーク等が研修の実施状況に影響してい

る。 
「母性領域」研修は 2010 年４月以降に実施する予定である。
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（２）アウトプット２：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモニタ

リング・評価方法が確立・実施される。 
研修のモニタリングは、衛生行政区ごとに最低２回の地方研修が実施されたあとに計画・

実施されることとされた。 
アウトプット２に関する指標は次表のとおりである。 

 
＜アウトプット２の達成状況＞ 

指標 達成状況 

1. 「研修モニタリング・評

価実施計画」が作成され

る。 

新規対象６衛生行政区のうち、既に２回以上の研修を終了し

たサンペドロ南部およびコンセプシオンにおいて「研修モニ

タリング・評価実施計画案」が作成された。その他の衛生行

政区については、今後計画される。 
2. プロジェクト終了時まで

に新規対象６衛生行政区

でそれぞれ最低１回の研

修モニタリングが実施さ

れている。 

サンペドロ南部においては１回のモニタリングを実施済み、

コンセプシオンにおいては９月に実施予定である。その他の

衛生行政区についても今後実施予定である。 

 

（３）アウトプット３：自立発展に向け人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。 

アウトプット３に係る主な活動は、当初の計画からプロジェクト後半に重点的に行われる

ことになっている。INEPEO は、2010 年の人材育成・研修実施のための予算増額を厚生省に

申請しているほか、各衛生行政区からも厚生省に対し、継続教育予算申請をするよう促して

いる。さらに、今後 12 衛生行政区において「看護助産継続教育運営地方委員会」を発足させ、

その機能の一つとして、継続教育実施に必要な資金確保のための活動を含むことを検討して

いる。 

アウトプット３の指標２のナショナルファシリテーターの定義、養成、指名方法には、再

度整理が必要な状況である。 

 

＜アウトプット３の達成状況＞ 

指標 達成状況 

1. 国レベル、衛生行政区レ

ベルで看護・助産継続教

育の資金の目途が確保さ

れている。 

INEPEO において実施される地方ファシリテーターの養成研

修は、プロジェクト期間中は JICA の投入資金により提供され

る。 
新規対象６衛生行政区のうちサンペドロ、グアイラについて

は、PLAN により地方研修グ経費が提供されている。他の４衛

生行政区については、INEPEO 予算、県庁、市役所、宗教団体

等による支援を得られているところもある。一方、継続的に

必要な資金の目途がついているとはいえない。 
 
既対象６衛生行政区のうち、カアグアス、パラグアリについ

ては、PLAN による資金提供がなされるほか CIDA のプロジェ
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クトによって、2010 年までは遠隔教育による支援がなされて

いる。しかし、継続的に必要な資金の目途がついているとは

いえない。 
 
INEPEO は 2010 年の予算増額を厚生省に申請しているほか、

各衛生行政区からも厚生省に対し継続教育予算申請を行うよ

う促している。 
2. ナショナルファシリテー

ターおよび衛生行政区フ

ァシリテーターが継続的

に養成・確保されている。 

新規衛生行政区において地方ファシリテーターを養成してき

たが、新既対象衛生行政区ともに欠員が生じているため、補

充研修を 2009 年 10 月に予定している。 
 

3. すべての研修テキストが

厚生省から正式に承認さ

れる。 

「教育技法」の研修テキストが 2009 年３月に改訂された。 
基礎看護および地域看護の研修テキストはプロジェクト後半

に作成される。 
 
（４）アウトプット４：看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、地域看護学の２領

域に関する研修の基礎ができる。 

２領域に関する研修の基礎固めについては、短期専門家および第三国専門家の指導のもと

行うこととなっている。基礎看護学については、2009 年７月から短期専門家による指導が進

められている。 

地域看護学については、エルサルバドルから第三国専門家が 2009 年２月に３週間来訪し、

研修・指導を行った。研修には、既対象衛生行政区のファシリテーター11 名および C/P３名

のほか、厚生省 PHC 担当部局、看護助産継続教育の委員会活動に参加している厚生省看護課、

アスンシオン国立大学看護学科および助産学科、パラグアイ看護師協会、国立病院、サンテ

ィシマトリニダード母子病院所属の関係者等 10 名を含む合計 24 名が参加した。2010 年４月

に第三国専門家が更なる指導のため来訪する予定である。 

 

＜アウトプット４の達成状況＞ 

指標 達成状況 

1. ２領域の研修テキストが

厚生省の承認を受ける。 
基礎看護領域の研修テキストを作成中である。 
地域看護領域の研修テキストは作成予定である。 
 

2. ２領域のナショナルファ

シリテーターが各領域

10 名養成されている。 

地域看護領域については、24 名が研修を受けた。 
基礎看護領域については 11月にナショナルファシリテーター

研修を実施する予定である。 
 

3. 12 衛生行政区ファシリテ

ーターに対する２領域に

関する研修実施計画が厚

生省および各衛生行局の

承認を受ける。 

基礎看護領域については、2009 年 11 月の研修実施後に研修実

施計画を作成する予定である。 
地域看護領域については、2010 年４月の第三国専門家による

２回目の指導のもと、研修実施計画を作成する予定である。
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（５）プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標＞ 
12 衛生行政区規模で看護・助産人材の継続教育研修を自立的に実施する基盤が強化される。 

プロジェクト目標の指標に係る活動がプロジェクト後半に多く残されていることから、現

時点でプロジェクト目標の達成状況について述べるのは時期尚早である。今後実施される母

性領域の地方研修において、研修受講者である看護・助産人材による地方ファシリテーター

（衛生行政区ファシリテーター）の研修評価を当初の計画通り「５段階評価」で実施し、客

観的にファシリテーターの指導能力の向上を見ていくこと、自立発展にかかわる中央の各種

委員会活動の活性化、看護・継続教育運営地方委員会の設立など、組織面・財政面での基盤

強化が鍵となる。 
 

＜プロジェクト目標の達成状況＞ 

指標 達成状況 

1. 新規対象６衛生行政区ファシ

リテーターが研修受講者によ

る５段階評価で 3.5 以上の評

価を得る。 

小児領域の受講者による研修評価については様々な試

行があったが、今後実施される母性領域の受講者によ

る研修評価を「５段階評価」で実施し、指標とするこ

とを再確認した。 
2. 新規対象６衛生行政区におけ

る「研修実施計画」が、厚生

省から看護・助産継続教育と

して承認される。 

未実施である。 

3. 基礎看護学、地域看護学の「研

修プログラム」が、厚生省か

らモデルとして承認される。

基礎看護学、地域看護学の「研修プログラム」はプロ

ジェクト後半に作成される予定であり、そのあとで厚

生省の承認を取得する予定である。 
 

２－５ プロジェクト実施体制 

プロジェクトの運営・実施体制には、プロジェクト開始当初から特に変更はない。 
「パ」国厚生省がプロジェクトの責任機関であり、同省は地方レベルの衛生行政局とともにプ

ロジェクトの実施推進にあたっている。同省次官の直轄下にある INEPEO が主な C/P 機関である。

INEPEO は前プロジェクト実施期間中の 2005年 6月に厚生省決議により正式に設立が許可された。

組織再編の動きもあったが、本レビュー調査終盤に厚生次官の直轄下の機関としての地位が再確

認された。プロジェクトの「パ」国側運営・実施体制は次のとおりである。 

 
（１）主要 C/P 

・プロジェクト・ダイレクター（プロジェクトの管理・実施の全体的な責任を負う）：厚生次

官 

・プロジェクト・マネージャー（プロジェクトの運営・技術的な事項の責任を負う）：INEPEO
所長 

・INEPEO の継続教育担当官、ラテンアメリカ継続教育ネットワーク担当官、研修管理担当

官の各１名、および地域看護／基礎看護担当官２名（合計５名）。各担当官は、受け持ちの

衛生行政区を複数もっている。 
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（２）INEPEO 審議会 

2005 年９月に厚生省総務局決議により正式に結成された INEPEO 審議会は、厚生省看護

課、同助産課、救急医療センター、ニーニョス・デ・アコスタ・ニュ小児総合病院、パラグ

アイ看護師協会、パラグアイ助産師協会、助産師連盟、パラグアイ准看護師・看護技術師協

会、アンドレス・バルベロ看護学部および助産学部、アスンシオン大学、カトリック大学、

パラグアイ保健分野教育機関連盟の各代表から構成され、INEPEO の支援組織として機能し

ている。２か月に１回定例会が開催されるほか、緊急の審議事項がある際に召集される。 

 
（３）JCC 

厚生省の次官、企画・評価総局長、プログラム総局長、サービス総局長、INEPEO 局長、

INEPEO 審議会メンバー、技術計画庁国際技術協力総局長から構成される。 

 
（４）各種委員会 

看護・助産継続教育カリキュラム作成／研修・モニタリング実施委員会、看護・助産国家

試験委員会、看護・助産倫理委員会、看護過程員会、研修テキスト作成員会、地域看護委員

会の６つの委員会がある。地方看護委員会以外は前プロジェクトで結成され、厚生省、病院、

大学等 INEPEO 外部のメンバーを含む。委員会のメンバーはボランティアで、地域看護保健

委員会以外は現在活発とはいえない。本プロジェクトでは、委員会の定期的開催により問題

解決の場となるよう意義づけをしていく必要性があると考えている。 

 

（５）ナショナルファシリテーター 

ナショナルファシリテーターの要件は公式に認められたものではなく、小児・母性領域の

ナショナルファシリテーターは前プロジェクトの対象であった４つの既対象衛生行政区のフ

ァシリテーターの中から計画作成、チームワークの推進ができるなど優秀な人物が選抜され

た。INEPEO において実施される地方ファシリテーターの養成研修に従事する。基礎看護・

地域看護領域のナショナルファシリテーターは今後選抜・確定される。 
 

（６）衛生行政区ファシリテーター（地方ファシリテーター） 

INEPEO の要請により、各衛生局の局長、看護課長らにより選抜される。ファシリテータ

ーの要件としては、「時間にゆとりがあり、継続的に勉強・業務に時間を割くことができるこ

と」が INEPEO から提示されるが、複数の職務を兼任し、ファシリテーターとしての業務の

遂行が難しい人材が選抜されることもある。INEPEO でファシリテーター養成研修3を受けた

あとに地方研修、研修モニタリング活動に従事する。衛生局長らと協力して研修・モニタリ

ングに係る計画策定、経費・研修実施場所の確保等を行うことも求められる。 

各衛生行政区のファシリテーターのリーダー格は、コーディネーターと呼ばれる他のファ

シリテーターともに、所属先の厚生省・衛生行政局等4における従来の業務を行いつつ、研修・

モニタリングに係るファシリテーターの業務に従事している。前プロジェクトからこれまで

に小児・母性領域合わせて 107 名のファシリテーターが養成されたが、そのうち現在活動中

                                                        
3 小児領域、母性領域など担当領域の標準化された「研修プログラム」と「教育技法」から構成される。 
4 社会保険庁、民間セクターにおける副業に従事している場合も多い。 
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のファシリテーターは 86 名で、新既対象衛生行政区ともにファシリテーターの不足が生じて

いる。衛生行政区によっては、対象地域が広いこと、ほとんどのファシリテーターが副業を

もっていて地方研修のための日程調整が困難であることなどの理由で、ファシリテーターの

補完養成の希望が出されている5。 
 

（７）看護・助産継続教育管理地方委員会 
これまでは各衛生行政区で看護課長とファシリテーターから成る「看護・助産継続教育運

営委員会」が結成され、地方研修やモニタリングの計画・実施にあたっていたが、委員会の

目的、役割は必ずしも明確ではなかった。また前プロジェクトでは、委員会は CREPEO

（Centro Regional de Educacion Permanente en Enfermeria y Obstetricia）と呼ばれる各既対象衛

生行政区における事務所兼研修場所を確保していたが、新規衛生行政区ではそのような場所

も確保されておらず、委員会ならびに CREPEO は地方ファシリテーターの「集まり」を指す

ことが多い。今後、これまでの「看護・助産継続教育運営委員会」を衛生行政局長が参加し、

法的な認可を受けた「看護・助産継続教育運営地方委員会」に順次移行していくことで、研

修計画、運営管理、厚生省への予算申請を含めた予算計画策定、研修実施を行う委員会とす

るため、INEPEO が必要な手続きを進めている。まずは既対象衛生行政区に対して委員会の

設置手続きを行い、その後に新規衛生行政区で同様の手続きを進めていく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

                                                        
5 補完養成の希望が出ているのは、新規衛生行政区のコンセプシオン、サンペドロ南部・北部（いずれも地域が広いため）、

グアイラ（ほとんどのファシリテーターが副業をもっているため）、既対象衛生行政区のカアグアス（地区によりファシリ

テーターが少ないため）である。 



－17－ 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

現状                      今後                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

図２－１ プロジェクトの運営・実施体制 
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第３章 評価結果 
 
３－１ 評価５項目による分析  

３－１－１ 妥当性 
プロジェクトの妥当性は高いと評価される。プロジェクトは「パ」国の保健政策および日本

の援助政策に合致しており、ターゲットグループのニーズも満たしている。 
 

（１）「パ」国の開発政策および保健政策との整合性 
2008 年８月に交代した新政権によって、新たな「国家経済開発計画 2008～2013 年」が

発表されたが、その中で保健医療セクターは優先度の高いセクターとされており、貧困対

策上も「貧困地域住民の医療サービスへのアクセス改善」が重要な課題の一つとして位置

づけられている。またこれを裏付けるように、2009 年の厚生省の年度予算は 2006 年度予

算に比較し、60％以上の増加が見られている。 

新政権のもと策定された新保健医療政策は、ミレニアム開発目標（ Millennium 
Development Goals：MDGs）に掲げられている乳幼児および妊産婦の死亡率・罹患率の低

下を具体的目標の一つとして掲げており、プロジェクトが上位目標としている「全国レベ

ルでの看護・助産人材による保健サービスの改善により、2015 年までに有資格者による介

助を受けた分娩（施設分娩）の割合を上昇させ、５歳未満児死亡率および妊産婦死亡率を

20％低下させる」に合致している。また、同政策が優先的に取り組むとしている課題のう

ち、「PHC 体制強化による保健システムの改革」に対しては、プロジェクトが新たな分野

として看護・助産継続教育カリキュラムの研修の基礎をつくろうとしている「地域看護学」

に関する取り組みが貢献できることが期待されている。もうひとつの課題である「保健医

療人材に係る国家政策の策定」においても、継続教育の強化があげられていることからプ

ロジェクト目標と合致している。 

また同保健医療政策においては、貧困層の人口比率が高い地域、特定の社会問題を抱え

ている地域を優先的に対応すべき地域としており、具体的には東部の北方地域を重点地域

としているがプロジェクト対象地域はそれらの重点地域を含んでいる。 

 

（２）地域住民のニーズ 

対象衛生行政区において妊産婦死亡の減少と新生児を中心とする小児医療の向上は共

通の優先課題であり、プロジェクトが支援する継続教育は新生児ケアを含む小児領域、母

性領域の技術面の指導を行っているものであり、プロジェクトは地域住民のニーズに合致

したものである。 

また、新規対象６衛生行政区の地方ファシリテーターに対する質問票への回答結果では、

回答者全員がファシリテーター養成研修で受講した小児領域および教育技法の研修がニ

ーズに合致した内容であると回答している。 
 

（３）日本の ODA 政策との整合性 
現在取りまとめ中の「パ」国の保健医療分野に対する JICA 協力方針の中で、協力の軸

足として以下の２点があげられている。 
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一点目は、近年、保健医療人材（特に看護・助産人材）の強化に取り組んできた結果、

一定の成果が出つつあり、同人材を地域医療サービスの改善に活用することであり、二点

目は、「パ」国の保健セクターにおける最重要課題である PHC の導入・定着に対し、地域

保健医療にかかわる保健人材の育成と実施体制の強化への支援を通じて寄与することで

ある。「パ」国の保健医療サービスの重要な担い手である看護・助産人材の継続教育に係

る協力は、日本の ODA 政策に合致したものである。 
 

（４）日本の比較優位性 
日本においては、日本看護協会や都道府県が実施する研修や病院 OJT 等による継続教育

の蓄積が厚い。こうした経験を背景として、JICA は看護師・助産師の育成、継続教育に積

極的に取り組んできた。特に「パ」国においては前プロジェクトにおける協力で蓄積した

実績、ノウハウや人脈を活用することができることから、技術的な優位性を有している。 
 

３－１－２ 有効性 
プロジェクトの有効性は高いと判断される。すべての日本人専門家と C/P は、設定されてい

る４つのアウトプットはプロジェクト目標達成のために十分であると質問票で回答している。

アウトプット１、２の達成状況に遅れは見られるが、４つのアウトプットとプロジェクト目標

との間のロジックは妥当と判断される。 

 

（１）アウトプットの達成度 

新規対象６衛生行政区における「小児領域」研修の実施は、プロジェクト中盤までにそ

れぞれ最低２回の実施をめざしていたが、衛生行政区の間で進捗状況に差がある。小児領

域の研修が各衛生行政区で最低２回実施されたあとに母性領域の研修実施のための活動

が開始される予定である。小児領域の地方研修を完了した３衛生行政区のうち、サンペド

ロ、コンセプシオンでは研修モニタリング・評価が計画・実施されている（アウトプット

１、２）。 
新規対象６衛生行政区のうち、サンペドロ、グアイラでは PLAN により地方研修実施経

費が提供されている。コンセプシオンでは、積極的な衛生行政区の局長の協力と地方ファ

シリテーターの働きかけにより、県庁、市役所等による地方研修経費の提供を受けている。

既対象６衛生行政区では、カアグアス、パラグアリが PLAN の資金支援を受け、６衛生行

政区全体で CIDA のプロジェクト（Promoting Primary Health Care in Nursing, 2007-2010）に

よる看護・助産人材の遠隔教育を実施中であり、ファシリテーターが指導を行っている。

しかし、今後も看護・助産継続教育予算の持続性を高めるため、「看護・助産継続教育運

営地方委員会」は新規対象６衛生行政区のみならず、全 12 衛生行政区に設置することと

した。また、その目的、役割、活動を明確化し、構成メンバーとして地方ファシリテータ

ー、コーディネーターのみならず、各衛生行政区の局長および看護課長が参加するものし、

研修・モニタリング経費確保のための活動の役割を有するよう、専門家と C/P の間で合意

した（アウトプット３）。 
地域看護領域については、エルサルバドルの第三国専門家による研修を中央レベルおよ

び既対象対象衛生行政区のファシリテーター合計 24 名が受講し、受講者をメンバーとし
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て地域看護委員会が設立された。受講者のうち 14 名はナショナルファシリテーターとし

て養成される見込みである（アウトプット４）。基礎看護領域については、2009 年 11 月に

ファシリテーターを養成する予定である（アウトプット４）。 

 
（２）成果発現の促進要因と阻害要因 

専門家、C/P の INEPEO スタッフおよび一部の INEPEO 審議会メンバーへのインタビュ

ーで指摘されたプロジェクトの実施に影響を与えた促進要因と阻害要因は以下のとおり

である。 
 

＜促進要因＞ 
・C/P の INEPEO スタッフの向上意欲が強く、決められた以上の業務を行うことをいとわ

ず、専門家と協力して仕事をやり遂げる姿勢があること。 
・INEPEO が厚生省の他の部局から看護・助産継続教育を行ううえでの重要性を認知され

ていること。 
・衛生行政区でコーディネーターが継続教育活動に積極的であること。 

・PLAN によりプロジェクトは高い評価を受けており、また INEPO は PLAN から資金的支

援を受けていること。 

・CIDA のプロジェクトとの連携を行い、お互いの成果やリソースを活用しあっているこ

と。 

・コンセプシオンなど、衛生行政区によっては、ファシリテーターの尽力によって、地方

自治体の積極的な協力が得られ、研修経費を獲得できたこと。 

 

＜阻害要因＞ 

・「パ」国側の地方研修・モニタリング実施経費の調達が必ずしも容易ではないこと。 

・C/P の人事異動があったこと。 

・地方ファシリテーターの多くは、厚生省職員としての業務以外にも仕事をもっているこ

と。 

・ファシリテーターが勤務先の上司から全面的な理解と協力が得られない場合もあること。 

 

３－１－３ 効率性 
効率性はおおむね高いと判断される。投入はほぼ予定通り実施されており、アウトプット発

現に活用されている。2008 年 11 月の運営指導調査の結果を踏まえ、プロジェクトの新規衛生

行政区を当初の 10 から６に絞り、６つの既対象衛生行政区に対しても、C/P のフォローがより

できるようになった。 

 

＜日本側の投入＞ 
（１）日本人専門家派遣 

専門家の人数、専門分野、派遣の時期、期間については、専門家、C/P ともに、ほぼ全

員が専門分野、派遣の時期、期間は適切であったと回答しているが、活動量に比しては専

門家の数が不十分だったとの意見があった。 



－21－ 

（２）第三国専門家（エルサルバドル）派遣 

第三国専門家の派遣の時期、期間、研修内容、教授方については、日本人専門家および

C/P 全員がおおむね適切であったと回答している。新政権の PHC 政策に対応するために、

地域看護領域の専門家派遣を当初予定の 2009 年４月から前倒しで 2009 年２月に実施した

ことが評価された一方、派遣期間（３週間）が研修プログラム作成、教材作成指導を十分

行うには短かかった。第三国専門家が 2010 年に派遣される際は、「パ」国のニーズと保健

医療政策を十分考慮して、派遣期間や内容を決定することとする。 

 
（３）機材供与 

日本側から供与された機材については、専門家および C/P のほぼ全員が適切であったと

回答している。体重計、身長計については標準的なものを供与したものの、取扱い方法が

十分に周知されていないことが確認されたため、今後研修モニタリングなどの機会を通じ

て周知させ、機材が十分に活用されるよう配慮していくこととなった。 

 
（４）JICA 沖縄での集団研修（地域母子保健強化）への「パ」国側からの参加 

プロジェクトの枠内には本邦の研修受入実績はないが、プロジェクトの枠外で、カアグ

アス県からコーディネーター１名、ファシリテーター２名、合計で３名が JICA 沖縄での

集団研修に参加している。専門家およびカ C/P 全員が同研修への参加は、プロジェクトに

プラスの影響を与えたと答えている。本プロジェクトの日本国内での支援機関は限定され

ており、本件のような既存のコースへの参加は効率的に「パ」国側のモティベーションを

高めることに貢献すると考えられる。 

 

（５）中米カリブ地域／看護基礎・継続教育強化プロジェクト（エルサルバドル）の研修講師

として C/P およびファシリテーターが参加したことについて 

その他のプロジェクトにかかわる JICA 側の投入として、研修講師として C/P およびフ

ァシリテーターが参加したことについては専門家および C/P のほぼ全員がプロジェクトお

よび参加者本人の指導能力向上のために有益であったと答えている。専門家を受け入れる

だけでなく、他国へ講師として派遣できるのは、技術・能力が備わってきたことの証であ

り、「パ」国側の自覚・誇りに貢献するとともに教える経験を積むことで、さらに教える

能力が身に付くなど様々なプラスの影響があった。 
 

（６）日本側現地業務費 

日本側現地業務費の額、支出のタイミングについては、日本人専門家、C/P ともに意見

が分かれた。当初地方研修に係る費用は「パ」国側で確保することとなっていたが、「パ」

国側での確保が困難であるため、一部日本側からの負担を考慮してくれるよう要望があっ

た。 
 

＜「パ」国側の投入＞ 
（１）C/P 

専門分野、配置のタイミングについては、ほぼ全員が適切と答えている。一方で、C/P
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の人数については専門家、C/P ともに、大半が「あまり適切ではない」と答えている。対

象衛生行政区の数が前プロジェクトの２倍になったこと、CIDA のプロジェクトも同時に

実施していること、厚生省から新型インフルエンザなど新たな分野の研修を任されるよう

になったことで、C/P は非常に多忙になっており、超過勤務、休日出勤、長期出張せざる

を得ない現状にある。他方、他ドナーのプロジェクトや厚生省から研修を依頼されること

は、C/P の能力が評価された証拠であり、喜ばしいことである。2008 年 12 月に C/P が２

名増員されたことは大いに評価されるが、さらに数名の増員が望まれる。 

 
（２）ファシリテーター 

地方ファシリテーターの人数、選抜基準、配置のタイミングについては、専門家の全員

と C/P の大半が適切と答えている。12 衛生行政区で、前プロジェクトも含めこれまでに

107 名の地方ファシリテーターが養成され、このうち 86 名が現在活動を続けている。地方

ファシリテーター養成コストにかんがみると、選抜基準を満たした地方ファシリテーター

が離任せず、衛生行政区内で継続的に活躍するための方策を検討する必要がある。 
 

（３）運営コスト 

「パ」国側の予算執行が円滑に行われないために、活動に支障を来すことがある。 

 

３－１－４ インパクト 

中間レビュー時点では上位目標達成を予測するのはまだ困難である。しかしながら、研修に

とどまらず、研修受講者が勤務する医療施設に INEPEO C/P、ファシリテーター、専門家が出

向いて研修モニタリングを行い、研修の成果がサービスの向上に結びついているかどうかを確

認し、同時に指導している。そのような研修プロジェクトは「パ」国において他に例を見ない

との意見があり、看護・助産人材による医療サービスの向上に結びつくと期待される。 

具体的には、新規衛生行政区の地方ファシリテーターによれば、看護・助産人材への地方研

修実施により、受講者が①計測が正確にできるようになる、②異常を見つける能力が増す、③

子どもの保護者への指導が適切にできるようになる、④乳幼児健診への参加をより促すように

なる、⑤記録が適切にできるようになるというようなことが期待できると指摘されている。 

なお、対象衛生行政区が当初の 16 区（新規対象 10 区、既対象６区）から 12 区（新規対象６

区、既対象６区）に絞られたことについては、2008 年 11 月の運営指導調査においてプロジェ

クト期間中にアクセスが大変な北部の衛生行政区への取り組みを優先的に行い、首都に比較的

近い区はアクセスが容易なので、「パ」国側による長期的取り組みが適当と判断されたもので、

上位目標達成に大きな影響はないものと判断される。 

 

＜予測されなかったインパクト＞ 

・正のインパクト 
INEPEO の機能が強化された結果、新型インフルエンザ対策研修など、厚生省の緊急な要

請に応じることができるようになった。 
・負のインパクト 

特にない。 
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３－１－５ 自立発展性 
プロジェクト終了後に C/P がプロジェクトで得られた成果を独自で維持・発展するための人

的・技術的基盤は築かれることが見込まれる。財政的、組織的な基盤の確保が鍵となるであろ

う。 
 

（１）技術面の自立発展性 
これまでの協力を通じて、C/P、ナショナルファシリテーター、地方ファシリテーター

は小児領域については独自に研修を実施できる能力を十分に備えているといえる。今後指

導を開始する母性領域についても、小児領域の研修実施経験を踏まえ十分実施できるレベ

ルに達することが期待できる。エルサルバドルに講師として派遣された一部の C/P、ナシ

ョナルファシリテーターは、受講者から一定の客観的評価を受けており、研修講師の能力

は全く問題がない。また新型インフルエンザ対策研修など、厚生省の緊急な要請に応じる

ことができるようになっている。 
今後も継続教育の新たな領域に関して対応できる能力、研修を管理運営する能力をさら

に強化することで、技術面の自立発展性は大いに見込まれる。 
 

（２）組織面の自立発展性 
INEPEO 組織は、前プロジェクトの実施期間中に厚生次官直轄の INEPEO として発足し

た。組織再編なども懸念されたが、中間レビュー調査終盤、2009 年９月 17 日付厚生省省

令第 683 号により、現政権下においても厚生次官直轄の組織としての基盤が再確認され、

独立性が確保されることとなった。 
2005 年９月の厚生省総務局決議第 831 号により設立された INEPEO 審議会が、INEPEO

の強固な支援組織として機能しており、その機能を今後も継続することが期待される。 
中央レベルに現在６つの委員会があるが、恒常的に機能しているとは言い難い。INEPEO

とのより効果的なかかわり方のためには再編成が必要であり、その検討が進められている。 
プロジェクト期間中に看護・助産継続教育運営地方委員会が設立され、厚生省の承認が

得られれば、各衛生行政区において地方レベルの看護・助産継続教育の継続的な運営・実

施が見込まれる。 
 

（３）政策的・財政的支援 
INEPEO が実施している小児領域・母性領域の看護・助産人材の継続教育研修は新保健

医療政策が掲げる乳幼児および妊産婦の死亡率・罹患率の低下に貢献するものである。ま

た、2009 年からプロジェクトが実施している地域看護領域の研修に係る活動も、厚生省が

取り組んでいる PHC 政策に貢献できるものである。また、厚生省は保健医療従事者の人材

育成、継続教育の強化を強調しており、プロジェクト終了後もプロジェクトが取り組んで

きた様々な活動に対して政策的な支援が見込まれる。 
厚生省による財政的な支援の可能性については楽観的な見通しはできない。厚生省予算

の全体額は増加しているが、継続教育に充てられる予算の増額については不確定である。

2010 年以降の INEPEO 予算は国立保健院（Instituto Nacional de Salud：INS）の所管となる。 
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INEPEO は引き続き厚生省からの政策的・財政的支援を得るための活動をするとともに、

今後も他ドナーとの協力を模索する必要がある。 
 

３－２ レビュー結果の総括 

本プロジェクトは、前プロジェクトを通じて南部４県で確立された小児・母性領域における看

護助産分野での継続教育研修プロセスのモデルについて、他衛生行政区に普及・拡大させ、研修・

モニタリング・評価方法を確立・実施させることを目的として開始された。 

2008 年 11 月の運営指導調査において対象とする新規衛生行政区を６つに絞り、対象とする新

規領域も基礎看護および地域看護に絞るなどの変更を行った。今回この変更を踏まえた PDM２に

基づきレビューを行った。プロジェクト前半には、外部条件の変化によりプロジェクトの進捗が

影響を受けたものの、C/P および地方ファシリテーターの尽力によってプロジェクト活動は、特

に地方研修は個別には遅れが生じているところがあるものの、総体的には段階的に着実に進んで

いる。 

まずアウトプット１（継続教育研修プロセスの確立・実施）については、小児領域では既に各

新規対象６衛生行政区において地方ファシリテーターが養成されており、衛生行政区ごとに状況

は異なるものの地方研修が着実に実施がされており、おおむね計画通りである。一方、母性領域

の地方ファシリテーター養成は、2009 年度末までには実施される予定である。アウトプット２（継

続教育研修モニタリング・評価方法の確立・実施）については、上述のとおり各衛生行政区の研

修実施状況が異なるため、モニタリングの計画および実施が開始されたのは２衛生行政区である。

またアウトプット３（人材・予算・組織・行政支援の確保）については、これまでもプロジェク

トとして必要な働きかけを「パ」国政府に行っているものの、プロジェクトの後半において「看

護・助産継続教育運営地方委員会」の設置等を重点的に実施する必要がある。アウトプット４（基

礎看護、地域看護の研修基礎の確立）については、短期専門家や第三国専門家等の投入によって

計画通り順調に進められている。以上、アウトプットの達成状況を踏まえ、プロジェクト目標の

達成状況については、指標に係る主な活動がプロジェクト後半に多く残されていることから現時

点で明確に評価することは困難である。上述のとおり、一部の活動の遅れがみられることもあり、

プロジェクト期間中にプロジェクト目標を達成するためには、更なる日本側の投入や「パ」国側

の体制強化が重要である。 

５項目評価のうち、妥当性、有効性、効率性のいずれも高いと判断される。インパクトについ

ては現時点で上位目標達成度を予測するのは困難である。しかしながら、INEPEO が実施してい

る看護・助産継続教育研修は、研修後のモニタリング実施等の特徴がある点で「パ」国において

他に類を見ないものであり、本研修を通じた衛生行政区レベルの看護・助産人材強化により、保

健医療サービスの質向上にインパクトを与えることが期待される。最後に自立発展性についても、

C/P がプロジェクトで得られた成果を独自に維持・発展させるための人的・技術的基盤が築かれ

ることが見込まれている。今後は、財政的、組織的基盤の確保が今後さらに重要となってくるだ

ろう。 
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３－３ 団長所感 

今回、先方実施機関である INEPEO が厚生省の組織図に入っておらず、組織としての位置づけ

が不明確であったため組織の持続性、ひいては JICA の協力による成果の自立発展性に大きな不

安がもたれている。本調査団としても特に自立発展性の観点から確認するとともに、厚生省幹部

との面談においても組織的位置づけの明確化について申し入れることとしていた。 
2009 年９月 14 日、Edgar Giménez 厚生次官と面談し、これまでの厚生省による JICA プロジェ

クトへの支援に対し謝意を伝えつつ、上記位置づけ明確化について申し入れるとともに、本技術

協力プロジェクトの中核的活動である地方ファシリテーター養成研修の経費負担に関しても検討

を申し入れた。次官からは行政の効率化に向けた戦略的な組織再編に言及しつつも、看護助産継

続教育の重要性にかんがみ、INEPEO の組織としての継続性は常に念頭に置いているとの発言が

あった。 
17 日の JCC において、改めて次官より INEPEO の組織としての重要性について言明があり、ま

た保健大臣による省令として、INEPEO を次官直轄の機関として厚生省の組織上明確に位置づけ

ることが決定されたとの発表がなされた。このことは INEPEO の自立発展性を飛躍的に高めるこ

とであり、大変喜ばしいことである。同日に行われたレビュー調査の M/M 署名式において、当

方からも Esperanza Martínez 厚生大臣に、本省令を出すにあたっての大臣の決定に対し深い謝意

を表すとともに、今後も JICA プロジェクトおよび INEPEO への継続的支援をお願いしたい旨伝

えた。 
プロジェクトの中間地点のレビューとしては全体的には着実に進んでおり、成果を上げつつあ

るといえる。一方で、後述のレビュー結果にあるように、地方ファシリテーター養成研修が領域

や衛生行政区によって進捗に遅れが見られる点、また研修モニタリング・評価についてまだ緒に

就いたばかりである点など、プロジェクト後半における課題はあるものの、自立発展性の確保と

いう点では今回大きな進展があったことを特筆したい。 
またプロジェクト体制として、日本人専門家リーダーが健康上の理由で早期帰国することとな

り、現在派遣中の短期専門家がリーダー代行を務める運びとなった（追って正式リーダーとなる

予定）。第３四半期には新たな短期専門家投入を予定しており、新リーダーのもと今回見直した

PDM に沿った活動進展に向け、JICA 人間開発部としても継続的支援を行っていきたい。 
 

３－４ 「パ」国看護教育の観点から 

専門家の報告書等であまり触れられていないものの、調査中に今後の教育で留意すべき観点と

思われたこと３点について記述する。いずれも直接的には C/P が対応することであるが、プロジ

ェクト日本人専門家としても支援すべきと考える。 
 

（１）南部共同市場（Mercado Común del Sur：MERCOSUR）事務局との連携 
パラグアイは 1995 年に発足した MERCOSUR の創立４か国の一つである。2004 年にアン

デス共同市場と関係強化し、南米共同体の創設に向けて関税撤廃から活動範囲を拡大してい

る。「パラグアイ共和国南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」終了時評価報告書に、「准

看護師・准助産師養成校は、メルコスール（ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ、パラグ

アイ）厚生大臣会議で、５年以内に准看護師・准助産師を廃止し保健医療サービスの向上を

めざすことが決定し、それに基づき 2005 年１月に廃止となっている。」と記載されている。 
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准看護師、准助産師は教育年限が短いのに、現場での職務範囲が広いことから継続教育の

必要性が高く前プロジェクトの開始につながったが、この制度の廃止はプロジェクトが

INEPEO で継続教育を推進する促進要因となった。今後は、所定の研修を受けた准看護師、

准助産師が、看護師、助産師として資格の認定を受けられるなど、処遇改善に厚生省が取り

組むべきである。現在、INS で所定の研修を受けた医療従事者に待遇改善が規定されようと

しているが、INEPEO での研修は含まれていない。 
看護職の地位向上には、MERCOSUR での資格基準の統一等の政策が有力である。直接的

には INEPEO が厚生省を通して働きかけをすべきものではあるが、プロジェクト日本人専門

家側でも、MERCOSUR 派遣の専門家と連携して側面支援できることがあると思料する。 

 
（２）地方分権化への対応 

衛生行政区は厚生省の地方出先機関であり、「パ」国厚生省の地方分権化は出先機関への権

限委譲によりなされている。県知事は選挙によるが県議会というか県の評議会は県知事の推

薦により構成され、行政組織はほとんどなく地方自治体としては市レベルになる。衛生行政

区に権限委譲されているので、衛生行政区看護課長に INEPEO から直接に地方研修の予算申

請などの依頼をしても効果がない。衛生行政区長との調整が必要であり、この点から厚生省

に対して「看護・助産継続教育運営地方委員会の設立にあたっては、自治体当局の協力を得

るように働きかけることが必要である」という提言を行った。看護継続教育の臨地連携の観

点からも地方の実情に合わせた研修を実施することが重要であり、研修内容についても衛生

行政区が主導権をとって決定していくことが必要であろう。 

衛生行政区長との調整は、INEPEO が衛生行政区を管轄する厚生省担当局を通してすべき

ものではあるが、プロジェクトとしても地方にモニタリングで衛生行政区を訪問するときに

行っている衛生行政区長との協議をさらに継続強化することが大切であろう。 

 

（３）INEPEO 審議会の活用 

INEPEO 審議会の委員リストは付属資料３に添付のとおりであり、行政部門、教育部門、

病院部門、職業団体部門の代表者を網羅している。各委員は本業のほかに委員会委員、病院

での臨床、大学での講師等を兼務し多忙である。このように多忙の委員であるが、審議会は

月１回定例で開催され、代理出席を含めると出席率はまずまずであり、活発に活動している

といえる。看護継続教育はこのような幅広い支援が重要であり、大変好ましい現状にある。

中間レビューに際して、プロジェクトの報告書等から INEPEO 審議会の現状について情報が

あまり得られず、審議会が活性化されていないのではないかとの危惧があったが、中間レビ

ュー報告書草案を諮る審議会が開催され、調査団が参加したことから現状が明確になった。 

プロジェクトで設立した各委員会は、いずれ厚生省令で公式なものとして位置づけられる

ことが自立発展性から必須であるが、審議会のワーキンググループとして位置づけることも

一案であろう。その他、各委員にプロジェクトから委託作業を依頼するなどプロジェクトと

の関係を深める機会をつくっていくことが考えられよう。 
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第４章 提言および今後の計画 
 
４－１ 提 言 

（１）プロジェクト（INEPEO C/P・日本人専門家）に対する提言 
１）INEPO は、INEPEO 審議会を INEPEO の強固な支援組織として機能を継続させることが

望ましい。 
２）看護・助産継続教育運営地方委員会の設立にあたっては、各地方自治体当局の協力を得

るように働きかけることが必要である。 
３）INEPEO が持続的に質の高い看護・助産継続教育活動を実施するために、INEPEO の諮

問機関として存在する既存の６委員会の機能を最大限活用することが重要である。 
４）質の高い研修指導者の養成および継続的な人材確保のために、INEPEO は地方ファシリ

テーターの選抜基準・役割・活動内容について、地方衛生行政局の理解が得られるように、

地方衛生行政局長に対して十分な説明を継続することが重要である。 

５）看護・助産継続教育のために、各種委員会を含めた INEPEO の組織について再確認を行

い、厚生省からの承認を得ることが必要である。 

 

（２）厚生省に対する提言 

１）INEPEO に設置された各種委員会の機能・活動内容・活動計画が再確認された際、厚生

省は各種委員会の組織および委員会構成員を INEPEO の諮問機関および構成員として位置

づけることが必要である。 

２）厚生省の理解のもと衛生行政区に看護・助産継続教育運営地方委員会が設置され、看護・

助産継続教育運営地方委員会長には衛生行政局長が任命されることが望ましい。 

 

（３）JICA に対する提言 

１）一部活動の遅れがみられるため、短期専門家等日本側の投入を増やすことが望ましい。 

２）「パ」国側の地方研修の予算措置が十分ではないので地方研修の実施に影響が出ているた

め日本側は「パ」国側の自立発展性を阻害しないよう配慮しつつ、地方研修実施のための

一部経費負担を検討する必要がある。 

３）エルサルバドルの第三国研修に C/P が講師として参加したことによって、「パ」国看護・

助産人材および本プロジェクトに正のインパクトが生まれている。このように他国での類

似プロジェクトとの人材交流を引き続き促進することが望ましい。 

 

４－２ 今後の計画・プロジェクト・デザインの修正 

中間レビューの中で、調査団はプロジェクトとともに PDM の見直しを行った。改訂の主なポ

イントは次表のとおりである。改訂にあたっては、プロジェクトの現状に合わせ追加・修正した

活動の記述の変更、指標の見直し、表現上の修正・明確化を行ったが、全体のロジックに変更は

なく、プロジェクト目標、アウトプットの変更はない。指標、活動、日本側投入について変更を

行った。改定前の PDM（PDM２）と改訂版 PDM（PDM３）は、付属資料２の合同評価レポート

の ANNEX２、３に掲載する。 
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＜PDM３における改訂点＞ 
項目 変更後 変更理由 

アウトプット１ 
指標 1-5 
 

「12 衛生行政区において、地方

ファシリテーターが最低８名確

保される」を追加 

活動 1-7（ファシリテーターの欠員に対する補充の

必要性）の追加・修正に伴う指標の追加 

アウトプット３ 
指標 3-1 

12 衛生行政区において看護・助

産継続教育運営地方委員会が発

足される。 

具体的かつ明確な指標に変更した。同委員会の設置

を指標とすることとした。 

指標 3-1 の入手

手段 
プロジェクト報告書 指標 3-1 の入手手段が変更された。 

アウトプット３ 
指標 3-3 の入手

手段 

研修テキスト INEPEO によって作成された研修テキストは厚生省

の省令による公式な承認を必要としないが、監修を

受けることが必要である。 
アウトプット４ 
指標 4-1 

２領域の研修テキストが作成さ

れる。 
具体的な指標とした。 

指標 4-1 の入手

手段 
研修テキスト 指標 4-1 の変更に伴う変更 

アウトプット４ 
指標 4-2 
 
 

２領域のナショナルファシリテ

ーターが各領域 24 名養成され

ている。 

各衛生行政区から最低２名のナショナルファシリ

テーターが必要と判断された。 

アウトプット４ 
指標 4-3 

全 12 衛生行政区ファシリテー

ターに対する２領域の研修実施

計画が作成されている。 
 

INEPEO によって作成された研修実施計画は厚生省

からの正式な承認を必要としないと判断された。衛

生行政区からの承認についてもこれに準じた。 

活動 1-7 12 衛生行政区において不足人

員補充のための新人ファシリテ

ーター養成研修を行う。 

新規対象衛生行政区でもファシリテーターの欠員

が生じており、12 衛生行政区での補充が必要と判断

された。 
活動 3-1 12 衛生行政区において、看護・

助産継続教育運営地方委員会を

発足させる。 

同委員会は新規に立ち上げられるものであり、既対

象衛生行政区にも設置の必要がある。また、委員会

の目的を明確にした名称に修正した。 
活動 3-2 12 衛生行政区は研修・モニタリ

ング経費確保のための活動を行

い、厚生省はこれを支援する。

既対象衛生行政区も同活動を実施する必要がある。

日本側投入 
（短期専門家） 

教材作成（本邦）を追加 プロジェクト後半の活動に対して日本側の投入の

補充が必要であると考えられた。 
 

日本側投入 衛生行政区での一部研修実施経

費を追加 
短期的には厚生省および衛生行政区による研修予

算増額が困難であるため、必要最低限の研修実施経

費を一部負担することが妥当であると判断された。

 

なおプロジェクト目標および指標に変更はないが、小児分野の評価方法について試行段階であ

ったため、評価としては妥当な数値が出ないことからリプロダクティブヘルス地方研修より評価

対象とすることとした。 
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